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　一般社団法人日本自動車工業会が、１９６６年度より実施して参りました「小型・軽トラック市場

動向調査」の２０２０年度調査結果がまとまりましたので、ご報告いたします。

　この「小型・軽トラック市場動向調査」は、小型・軽トラックユーザーの保有・購入・使用実態

の変化を時系列的に把握し、今後の市場動向を探っていくことを目的としております。

　しかし今回は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、調査方法を従来の訪問留置法から

郵送法に変更したことにより、小型・軽トラックユーザーを対象とした＜車単位調査＞は中止し、

一般の事業所を対象とした＜事業所単位調査＞のみを実施いたしました。

その結果、前回まで調査していた、使用実態に関する項目や農家を対象にした項目などは、

調査を断念せざるを得ませんでした。

　今回の分析は、時系列として「保有状況と変化の背景」「今後の購入・保有意向」、トピックとして

新型コロナウイルスによるユーザーの経営状況、保有・購入の意識への影響を含めた、以下の５つを

取り上げております。

①　新型コロナウイルスによる影響

②　環境意識と次世代環境車

③　安全意識と先進安全技術

④　次世代技術に関する意識（自動運転・コネクティッド機能）

⑤　運転手不足の現状と課題

　本調査は、２０２０年１０月１日から１１月９日に実施したものであり、また、報告書をまとめた

時点は、新型コロナウィルス第三波の中で、今後も環境は不透明な状況です。

今回は前提の変更が多くありますが、この調査結果が皆様方のお役に立てれば幸いに存じます。

  最後になりましたが、ご多用中にもかかわらず積極的に分科会に参加し貴重なご意見を賜り、熱心な

討議・分析等に取り組んでいただきました分科会の委員の皆様、ならびに株式会社マーケティング

センターのスタッフの皆様のご尽力に深く感謝申し上げます。

２０２１年３月

一般社団法人　日本自動車工業会

調査部会　市場調査　小型・軽トラック分科会

(主査会社　トヨタ自動車株式会社)

まえがき
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Ⅰ．調 査 概 要





１．調査目的

　小型・軽トラックの市場の構造と今後の需要動向などを明らかにするとともに、事業所の

トラック保有と輸送業務の動向を把握する。

２．調査実施概要

　前回調査までは （1）従業員数５人以上の事業所を対象とする「事業所単位調査」

（2）小型・軽トラックユーザーを対象とする「車単位調査」

の２種類を実施していたが、今年度については感染リスクのある対人接触を伴う従来の

訪問調査（当初予定）の実施は困難と判断し、対人接触を回避した郵送法に変更。

対象を小型・軽トラック保有事業所に限定し、従来同様、業種・規模別事業所リストを

使用して「事業所単位調査」を実施。

　「車単位調査」は調査対象車種別保有リストがなく、訪問以外に調査対象者を見つける

方法がないため中止とした。

□2018年度と2020年度の事業所単位調査比較

調査手法

調査地域

調査対象業種

調査対象事業所 従業者5人以上の事業所 従業者5人以上の小型・軽トラック保有

事業所及び小売、飲食業の非保有事業所

対象リスト入手先

集計母集団 2015年経済センサスの東京都・愛知県 2018年度調査結果より推計した小型・軽

・大阪府の事業所数 トラック保有・非保有事業所数

① 調査地域 ： 東京都周辺５０キロ圏および大阪市・名古屋市各３０キロ圏

② 調査対象 ： 従業者数５人以上の小型・軽トラック保有事業所

（普通トラック併有事業所を含む）

※非保有事業所については、小売、飲食業のみ調査を実施

③ 標本数 ： １２，３４５標本 有効回収数 １，２３０標本（１０．０％）

④ 調査方法 ： 郵送法

⑤ 回答者 ： 経営者または、事業所の車両管理担当者

⑥ 調査期間 ： ２０２０年１０月１日（木）～１１月９日（月）

⑦ 標本設計および回収状況

ⅰ 標本抽出法

　「２０１８年度小型・軽トラック市場動向調査」での調査結果を母集団とし、

調査地点を第１次抽出単位とし、株式会社帝国データバンクの企業リストを基に

業種別・従業者規模別に次表のように抽出した。

／情報通信業、医療・福祉、教育・学習支援業、サービス業

東京商工リサーチ 帝国データバンク

2018年度 2020年度
訪問留置調査法 郵送調査法

東京都周辺50キロ圏及び大阪市・名古屋市各30キロ圏

運輸業／建設・設備工事業／卸売・小売業、飲食店、宿泊業
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ⅱ 業種別・従業者規模別母集団・標本数・回収数

（注）母集団は平成２８年（２０１５年）経済センサスの東京都・愛知県・大阪府の事業所数

のうち、２０１８年度調査結果より算出した小型・軽トラック保有事業所数

⑧ 集計方法

　標本数は、業種別・従業者規模別母集団に比例しておらず、回収率も一様でないため、

実際の事業所実態に合わせるため、以下の算出方法による補正値を乗じて集計。

非保有事業所も調査対象とする場合も非保有事業所を母集団とした同様の算出方法による

補正値を乗じて集計を行う。

母集団 標本数 回収数 回収率構成比

事　業　所　合　計 219,251 100.0% 12,345 1,230 10.0%

保
有

運    輸    業

100人以上 477 0.2% 670 53 7.9%

50～99人 1,073 0.5% 925 70 7.6%

49人以下 8,702 4.0% 1,469 158 10.8%

建設･設備工事業

100人以上 112 0.1% 297 18 6.1%

50～99人 826 0.4% 553 53 9.6%

49人以下 26,699 12.2% 1,008 136 13.5%

7.8%

50～99人 1,573 0.7% 735 63 8.6%製　　造　　業

100人以上 975 0.4% 705 55

49人以下 23,666 10.8% 830

情報通信業、医療・福祉
教育・学習支援業

サービス業

10人以上 14,098 6.4% 1,419

102 12.3%

卸売・小売業
飲食店、宿泊業

10人以上 32,756 14.9% 780 109 14.0%

９人以下

156 11.0%

９人以下 17,828 8.1% 641 52 8.1%

43,826 20.0% 935 103 11.0%

9.2%

９人以下 33,202 15.1% 704 40 5.7%

(2) 小型・軽トラック非保有事業所

補正値　＝

業種別・従業者規模別母集団
（２０１８年度小型・軽トラック非保有事業所）

業種別・従業者規模別回収数
（２０２０年度小型・軽トラック非保有事業所）

62非
保
有

卸売・小売業
飲食店、宿泊業

10人以上 13,438 6.1% 674

(1) 小型・軽トラック保有事業所

補正値　＝

業種別・従業者規模別母集団
（２０１８年度小型・軽トラック保有事業所）

業種別・従業者規模別回収数
（２０２０年度小型・軽トラック保有事業所）
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３．調査対象者の属性

４．報告書利用上の留意点

(1) 報告書の数値は、特に資料出所のない限り調査結果である。

(2) 結果は、四捨五入の関係から単数回答であっても、合計１００％にならない場合がある。

(3) 図表内の「ｎ」欄の数値は、各分類における集計の対象となった有効回答のサンプル数を

表示している。

(4) 図表上の分類項目中、ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付し、標本誤差が

大きくなることを示しており、参考値としてみていただきたい。
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図表1 業種

図表3 事業所の所在地

図表2 事業所の形態

5 13 6 7 56 15 30 48 7 6 9

64 15 21

(％) (％)

(％)
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(6) 車種区分は以下の通りである。

● 小型トラック ： ４ナンバー小型トラック、２トンシャーシの１ナンバー車

３.５トン未満で貨物積載系の８ナンバー車

● 軽トラック ： 軽四輪トラック

● トラック（含、アルミパネル）

キャブオーバートラック ボンネットトラック

（キャブトラック） （ボントラック）

● バン（除、ワゴン・コーチ）

キャブオーバーバン ボンネットバン

（キャブバン） （ボンバン）

(7) 報告書中の保有規模、運輸業分類の補足

① 保有規模の分類

大規模保有 … ６台以上のトラック・バンを保有

中規模保有 … ２～５台のトラック・バンを保有

小規模保有 … １台のみ保有

小型中心 … 小型トラック・バンの保有台数が軽トラック・バンより多い事業所

軽中心 … 軽トラック・バンの保有台数が小型トラック・バンより多い事業所

トラック中心 … 小型トラック・軽トラックの保有台数が小型バン・軽バンより多い事業所

バン中心 … 小型バン・軽バンの保有台数が小型トラック・軽トラックより多い事業所

尚、小型･軽同数の場合は小型中心、トラック・バン同数の場合はトラック中心とした。

－ 4 －



② 運輸業の分類

貨物運送業 … 調査票質問上の｢営業内容｣回答選択肢で、

● 定期路線運送

● 宅配輸送

● 引越しサービス業

● 特定企業の長期輸送代行(傭車提供)

● 特定企業の在庫管理・配送代行

● 特定企業への運転手派遣

● 他の運送業者の委託荷輸送

● 航空便輸送

のいずれかに回答のあったもの。

旅客運送業

・倉庫業等 … 上記の｢営業内容｣にあてはまらないもの。

具体的な業種としては、

● 道路旅客運送業

● 倉庫業

● 梱包業 等

５．調査の企画・分析

　調査の企画・立案・調査結果の検討は、一般社団法人日本自動車工業会の調査部会に設けられた

市場調査小型・軽トラック分科会が当たり、フィールドワーク、集計、分析および報告書の作成は、

株式会社マーケティングセンターに委託した。

調査部会

市場調査　小型・軽トラック分科会　参画会社

トヨタ自動車株式会社

いすゞ自動車販売株式会社

スズキ株式会社

株式会社ＳＵＢＡＲＵ

ダイハツ工業株式会社

日産自動車株式会社

日野自動車株式会社

本田技研工業株式会社

マツダ株式会社

三菱自動車工業株式会社

三菱ふそうトラック・バス株式会社

株式会社マーケティングセンター委 託 先

分科会主査

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
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Ⅱ．調 査 結 果 の 要 約







　

～今回調査結果のまとめ～　（2020年10～11月調査）

【市場動向】
　○保有台数は小型バン、軽キャブバンは増加、小型・軽トラック、軽ボンバンは減少。最近
　　１～２年間のトラック・バン保有台数は、「保有増」事業所が「保有減」事業所を
　　上回るが、前回から微減。減少が目立つのは貨物運送業。
　○今後１～２年間の保有増減意向をみると、製造業を除き保有増意向事業所が増加。
　　特に運輸業では保有増意向が上昇。

【コロナ影響】
　○コロナの影響により全体の６割が経営状況悪化。７割弱の事業所はコロナ前の状況に戻る
　　まで２年以上かかる見通し。
　○輸送量も半数強の事業所で減少、納入頻度は変化せず、少量の荷物を運ぶ割合が増加、
　　経営状況悪化に影響か。

【新技術の受容】
　○安全装備へのニーズが向上、次世代環境車検討が増加も、価格、電気自動車の航続距離等に
　　懸念。
　○自動運転技術への期待は上昇するも、導入意向は２割以下。

Ⅰ　時系列分析

第１章　保有状況と変化の背景
　○小型・軽トラック・バン全体の保有台数は減少傾向が継続。
　　車種別にみると、小型・軽トラック及び軽ボンバンの減少傾向は継続。小型バンは前回以降少しずつ
　　上昇。軽キャブバンは伸長傾向が継続。
　○最近１～２年間のトラック・バン保有台数は、「保有増」事業所が「保有減」事業所を5％上回るが、
　　前回から微減。
　○前回と比べて減少が目立つのは貨物運送業。
　○事業所全体で「稼働低下＋休車」が上昇。

第２章　今後の保有・購入意向
　○小型・軽トラック・バン全体の需要台数はリーマンショック後の2010年水準まで低下。
　○今後１～２年間の保有増減意向をみると、製造業を除き保有増意向事業所が増加。
　　特に運輸業では保有増意向事業所が３割弱と保有増意向が上昇。
　○代替延期が約４割に上昇。特に運輸業以外で増加。
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第３章　新型コロナウイルスによる影響
　○コロナ禍の影響により全体の６割が経営状況悪化。７割弱の事業所はコロナ拡大前の状況に戻るまで
　　２年以上かかる見通し。輸送量も半数強の事業所で減少、納入頻度は変化せず、少量の荷物を
　　運ぶ割合が増加、経営状況悪化に影響か。
　　・保有台数へのコロナ禍の影響は少なく、９割強の事業所で変化なし。
　　・６割弱の事業所で商品・物資輸送量が減少。
　　・小型・軽トラック非保有の小売業、飲食業の４割弱で宅配便等の外注利用が増加。

第４章　環境意識と次世代環境車
　○次世代環境車の中では、「ハイブリッド車」に対する購入意向が最も高く、
　　特に「プラグインハイブリッド車」が伸長。
　　・環境対策費用に負担を感じている事業所は８割弱。運輸業では９割と上昇傾向。
　　・次世代環境車の中では、「ハイブリッド車」に対する購入意向が最も高い傾向は変わらず。
　　　「プラグインハイブリッド車」では小型トラックが20％で前回から11ポイント、
　　　小型キャブバンは26％と前回から7ポイント、軽トラックは18％と前回から14ポイント、
　　　軽キャブバンは21％と前回から8ポイント上昇。
　　・各次世代環境車の懸念点で共通しているのは「車両価格が高い」「バッテリーの耐用年数が不安」。
　　　加えて、電気自動車では「1回の充電での走行可能距離が短い」「充電施設の場所や数が心配」、
　　　燃料電池車では「燃料供給施設の場所や数が心配」が高い。
　　・次世代環境車に対しては、技術的不安よりも車両価格への懸念が強いものの、どの次世代環境車へも
      約６割は20万円までであれば追加支払いを許容。

第５章　安全意識と先進安全技術
　○安全性に対して約９割が関心を持ち、約８割が購入時に重視。運輸業で関心度・重視度が高い。
　　・実施中の安全対策は「車両の定期点検・整備の促進」「シートベルトの着用」「法定速度の遵守」。
　　・購入時に必要な安全装備は、「運転席エアバッグ」「ドライブレコーダー」。
　　・装着意向が高い先進安全技術は「衝突被害軽減ブレーキ」「歩行者の検知・保護支援システム」。

第６章　次世代技術に関する意識
　○自動運転技術への期待は高いが導入意向とは未だ連動せず。コネクティッド機能の運輸業以外での
    利用率は１割以下が殆ど。一方、運輸業では「燃費管理」「エコ運転管理」「車両位置確認システム」
    を５割程度が利用、前回から20ポイント程度上昇。
　・自動運転技術への期待は８割弱まで上昇も、導入意向は２割弱。導入したくないも３割超。
　・運輸業で現在使用しているコネクティッド機能の上位は「燃費管理」「エコ運転管理」
　　「車両位置確認システム」で、それぞれ前回から20ポイント程度上昇。
　・運輸業で今後利用したいコネクティッド機能の上位は、「車両の故障予知管理」「車両点検管理」
　　「運転負担軽減管理」。

第７章　運転手不足の現状と課題
　○運輸業では、運転手不足で困っている事業所は減少したものの、半数以上で未だ課題。
　・女性運転手、６５歳以上運転手比率が増加。
　・運輸業は３０～５０代男性運転手の採用の意向が高いものの、現状では６０代以上男性の採用率が高い。
　・採用上の障害点として「ドライバーに配慮した車両（ＡＴ車等）が必要」「給与額で年金が支給されな
　　いなど、待遇面で問題」があがる。
　・運転手の待遇改善として「健康診断受診の徹底」「安全対策の徹底」に取り組む事業所が多い。

Ⅱ　トピック分析

－ 7 －



第１章　保有状況と変化の背景

１　トラック・バンの保有状況

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

1387 1366 1333 1307 1285 1274 1259 1246 1233 1221 1210 1202 1197 1193

190 184 173 167 161 158 155 153 151 149 147 145 143 141

▲6 ▲11 ▲6 ▲6 ▲3 ▲3 ▲2 ▲2 ▲2 ▲2 ▲2 ▲2 ▲2

250 244 231 223 217 213 210 207 205 205 205 206 207 208

▲6 ▲13 ▲8 ▲6 ▲4 ▲3 ▲3 ▲2 ＋0 ＋0 ＋1 ＋1 ＋1

495 494 491 489 486 488 487 487 486 483 480 477 475 472

▲1 ▲3 ▲2 ▲3 ＋2 ▲1 ＋0 ▲1 ▲3 ▲3 ▲3 ▲2 ▲3

275 277 279 279 280 282 283 285 286 287 288 291 292 294

＋2 ＋2 ＋0 ＋1 ＋2 ＋1 ＋2 ＋1 ＋1 ＋1 ＋3 ＋1 ＋2

177 167 159 149 141 133 124 114 105 97 90 83 80 78

▲10 ▲8 ▲10 ▲8 ▲8 ▲9 ▲10 ▲9 ▲8 ▲7 ▲7 ▲3 ▲2

○小型・軽トラック・バン全体の保有台数は減少傾向が継続。
　車種別にみると、小型・軽トラック及び軽ボンバンの減少傾向は継続。小型バンは前回以降少しずつ
　上昇。軽キャブバンは伸長傾向が継続。
○最近１～２年間のトラック・バン保有台数は、「保有増」事業所が「保有減」事業所を5％上回るが、
　前回から微減。
○一方、前回と比べて減少が目立つのは貨物運送業。
○事業所全体で「稼働低下＋休車」が上昇。

●小型・軽トラック・バン全体の保有台数は減少傾向が継続。
  －車種別にみると、小型・軽トラック及び軽ボンバンの減少傾向は継続。小型バンは前回以降少し
　　ずつ上昇。軽キャブバンは伸長傾向が継続。（図表1-1）

　小型・軽貨物
　（トラック・バン）合計

　小型トラック
保有台数

増減

　小型バン
保有台数

増減

　軽トラック
保有台数

増減

　軽キャブバン
保有台数

増減

　軽ボンバン
保有台数

増減

1387 1366 
1333 1307 1285 1274 1259 1246 1233 1221 1210 1202 1197 1193 

1000

1200

1400

1600

図表1-1 保有台数の推移

※一般財団法人自動車検査登録情報協会 及び
一般社団法人全国軽自動車協会連合会 より

(万台)

（注）各年３月末、４ナンバーの保有台数

0

100

200

300

400

500

600 軽トラック

小型バン
軽キャブバン

軽ボンバン

小型トラック

-15

-10

-5

0

5 軽トラック 軽キャブバン

小型バン

小型トラック

軽ボンバン

保有台数の増減変化

小型・軽貨物（トラック・バン）合計
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２　保有台数の変化

（１）最近１～２年間の保有台数の変化

　
ー

減
少
し
た

増
加
し
た

ｎ

335　 ▲2

329　 ▲2

298　 ＋6

1128　 ＋5

247　 ▲3

240　 ▲3

196　 ＋6

847　 ＋5

207　 ＋19

220　 ＋2

212　 ＋0

208　 ＋5

88　 ＋16

89　 ＋13

102　 ＋13

281　 ＋2

231　 ＋5

50　 ▲9

●最近１～２年間のトラック・バン保有台数は、「保有増」事業所が「保有減」事業所を５％
　上回るが、前回から微減。
　－前回と比べて減少が目立つのは貨物運送業。（図表1-3）
　－最近１～２年で保有台数が増加した社会的背景は「全体的な景気の影響」「配送料の変動」「働き方
　　改革による影響」が上位。（図表1-4）
　－最近１～２年で保有台数が減少・保有をやめた社会的背景は「全体的な景気の影響」「高齢化社会の
　　進展・労働力不足」「新型コロナウイルスの影響」が上位。（図表1-5）

増
加
し
た

変
わ
っ

て
い
な
い

減
少
し
た

全
体

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

運
輸
業
以
外

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

建設業・設備工事業

製造業

卸・小売業、飲食、宿泊業

サービス業、医療、教育等

運
輸
業

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

貨物運送業

旅客運送業・倉庫業等

図表1-2 最近１～２年間のトラック・バン保有台数の変化
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ー

減
少
し
た

増
加
し
た

ｎ

298　 ＋6

1128　 ＋5

２０１８年 196　 ＋6

２０２０年 847　 ＋5

２０１８年 59　 ＋13

２０２０年 207　 ＋19

２０１８年 44　 ▲0

２０２０年 220　 ＋2

２０１８年 72　 ＋6

２０２０年 212　 ＋0

２０１８年 *21　 ＋4

２０２０年 208　 ＋5

２０１８年 102　 ＋13

２０２０年 281　 ＋2

２０１８年 74　 ＋21

２０２０年 231　 ＋5

２０１８年 *28　 ▲10

２０２０年 50　 ▲9

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

貨物運送業

運
輸
業
以
外

運
輸
業

全体

建設業・
設備工事業

旅客運送業・
倉庫業等

製造業

卸・小売業、
飲食、宿泊業

サービス業、
医療、教育等

全体

増
加
し
た

変
わ
っ

て
い
な
い

減
少
し
た

全
体

２０１８年

２０２０年

図表1-3 最近１～２年間のトラック・バン保有台数の変化（業種別比較）
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ｎ

為
替
変
動
に
よ
る
影
響

ガ
ソ
リ
ン
な
ど
燃
料
価
格
の
変
動

エ
コ
カ
ー

減
税
・
エ
コ
カ
ー

補
助
金

環
境
意
識
の
機
運
の
醸
成

高
齢
化
社
会
の
進
展
・
労
働
力
不
足

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ

ク
開
催

消
費
税
率
の
引
き
上
げ

自
然
災
害
の
影
響

異
常
気
象
の
影
響

全
体
的
な
景
気
の
影
響

電
子
商
取
引
（

E
コ
マ
ー

ス
）

の
拡
大

働
き
方
改
革
に
よ
る
影
響

配
送
料
の
変
動

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響

そ
の
他

２０２０年　全体 241 2 6 2 6 9 4 3 1 1 32 0 16 20 4 29

運輸業以外 150 3 6 2 6 8 4 2 1 1 31 - 16 19 3 30

運輸業 91 - 4 3 0 15 7 4 1 1 40 3 25 35 5 23

ｎ

為
替
変
動
に
よ
る
影
響

ガ
ソ
リ
ン
な
ど
燃
料
価
格
の
変
動

エ
コ
カ
ー

減
税
・
エ
コ
カ
ー

補
助
金

環
境
意
識
の
機
運
の
醸
成

高
齢
化
社
会
の
進
展
・
労
働
力
不
足

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ

ク
開
催

消
費
税
率
の
引
き
上
げ

自
然
災
害
の
影
響

異
常
気
象
の
影
響

全
体
的
な
景
気
の
影
響

電
子
商
取
引
（

E
コ
マ
ー

ス
）

の
拡
大

働
き
方
改
革
に
よ
る
影
響

配
送
料
の
変
動

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響

そ
の
他

２０２０年　全体 167 0 10 2 3 26 0 3 1 1 38 0 17 10 23 22

運輸業以外 96 - 10 2 3 23 1 3 1 0 38 - 16 10 22 23

運輸業 71 1 6 - 1 44 - 9 4 4 39 2 25 14 25 12

図表1-4 最近１～２年で保有台数が増加した社会的背景 （複数回答：％）

図表1-5 最近１～２年で保有台数が減少・保有をやめた社会的背景 （複数回答：％）
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（２）保有車の稼働状況

手
持
ち
の
車
で
は
足
り
な
い
く
ら
い
忙
し
い

手
持
ち
の
車
全
体
が
ほ
ぼ
フ
ル
稼
働

　
運
行
回
数
や
積
載
（

車
）

率
が
低
下

稼
働
し
て
い
な
い
車
は
な
い
が
、

時
々
稼
働
し
て
い
な
い
車
が
あ
る

長
期
間
稼
働
し
て
い
な
い
車
が
あ
る

そ
の
他

稼
働
低
下
+
休
車

　
（

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
を
含
む
）

全
体
の
輸
送
量
が
減
っ

た
た
め

委
託
輸
送
な
ど
合
理
化
を
進
め
た
た
め

運
転
手
が
不
足
し
て
い
る
た
め

そ
の
他

ｎ ｎ

335　 45 110　

329　 37 650　

298　 38 69　

1114　 61 478　

247　 44 100　

240　 36 135　

196　 37 122　

835　 61 121　

205　 53 41　

219　 64 172　

209　 60 141　

202　 66 31　

88　 57

89　 55

102　 45

279　 68

230　 69

49　 66

●事業所全体で「稼働低下＋休車」が上昇。
　－運輸業以外、運輸業ともに「稼働低下＋休車」が上昇。（図表1-6）
　－貨物運送業、旅客運送業ともに、７割弱の事業所で稼働低下や稼働休止車あり。（図表1-6）
　－理由は、どの業種も「全体の輸送量が減ったため（新型コロナウイルスの影響を含む）」。（図表1-7）
　－運輸業の55％が運転手不足で困っており、そのうちの52%の事業所が「稼働していない車がある」として
　　いる。（図表1-8～9）

全
体

２０１４年
全
体

２０１８年

２０２０年

２０１６年 ２０２０年

２０１８年

運
輸
業
以
外

２０１８年

２０２０年

運
輸
業
以
外

２０１４年
建設業・
設備工事業

２０１６年 製造業

２０１８年
卸・小売業、
飲食、宿泊業

サービス業、
医療、教育等

旅客運送業・
倉庫業等

２０２０年
サービス業、
医療、教育等

建設業・
設備工事業

運
輸
業

２０１８年

製造業 ２０２０年

卸・小売業、
飲食、宿泊業

貨物運送業

旅客運送業
・倉庫業等

２０１６年

２０１８年

２０２０年

貨物運送業

運
輸
業

２０１４年

図表1-6 保有車の稼働状況 図表1-7 稼働低下の理由
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困
っ

て
い
る
　
計

ｎ

335　 7

329　 7

298　 19

567　 21

247　 6

240　 6

196　 16

427　 18

88　 40

89　 44

102　 69

140　 55

ｎ

　
車
が
あ
る

稼
動
し
て
い
な
い

増
車
で
き
な
い

　
で
き
な
い

車
両
を
大
型
化

委
託
が
増
え
て
い
る

自
社
輸
送
が
減
っ

て

　
長
く
な
っ

て
い
る

労
働
時
間
が

 
増
え
て
い
る

退
職
者
が

　
嵩
ん
で
い
る

採
用
費
用
が

　
し
て
い
る

労
務
費
が
上
昇

そ
の
他

51 26 20 9 10 21 17 19 20 6

58 23 15 1 8 5 29 28 20 0

159 18 10 1 8 11 18 30 15 12

２０２０年 291 28 8 6 8 15 16 20 26 12

*14 15 19 9 10 20 20 16 19 8

*15 14 7 - 7 0 32 28 20 0

74 16 7 - 7 9 16 31 13 13

177 25 7 6 8 15 16 20 27 12

37 58 22 10 11 23 10 27 24 -

43 47 38 4 10 18 20 30 22 -

85 33 27 9 11 21 31 22 27 4

114 52 19 2 9 19 17 20 23 9

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

全
体

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

　
困
っ

て
い
る

非
常
に

　
困
っ

て
い
る

や
や

　
い
え
な
い

ど
ち
ら
と
も

困
っ

て
い
な
い

運
輸
業

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

運
輸
業
以
外

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

全
体

２０１４年

２０１６年

２０１８年

運
輸
業
以
外

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

運
輸
業

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

図表1-8 運転手不足で困っている度合い
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図表1-9 運転手不足で困っている点
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（３）輸送合理化

ｎ

　
　
　
　
　
増
加
し
て
い
る

　
経
費
に
占
め
る
割
合
が

輸
送
関
係
費
が
原
価
や

　
　
　
　
　
　
節
減
で
き
る

　
　
方
が
、

輸
送
経
費
を

運
送
業
者
に
委
託
し
た

　
　
し
て
も
や
む
を
得
な
い

　
　
輸
送
経
費
が
増
加

　
す
る
た
め
な
ら
、

営
業
活
動
を
積
極
的
に

　
　
　
進
ん
で
い
る

　
輸
送
合
理
化
が

他
企
業
よ
り

　
　
　
進
め
て
い
く

　
輸
送
合
理
化
を

今
後
さ
ら
に

　
　
経
営
上
関
係
が
な
い

　
努
力
し
て
も
あ
ま
り

輸
送
合
理
化
に

　
　
　
し
よ
う
が
な
い

　
　
輸
送
合
理
化
は

　
い
る
の
で
こ
れ
以
上
の

で
き
る
だ
け
節
約
し
て

そ
の
他

305 33 19 17 4 30 2 29

279 16 17 20 2 39 10 27

282 28 17 20 2 32 10 25 0

918 40 23 30 5 29 11 24 3

218 32 20 18 4 30 2 29

191 14 17 20 2 39 10 27

180 27 17 21 2 31 10 26 0

２０２０年 647 38 23 32 5 28 11 24 4

124 23 21 25 1 14 17 34 2

196 40 39 28 2 28 11 18 1

201 43 20 35 7 33 10 23 5

126 30 17 30 4 22 11 29 3

87 61 16 10 7 32 6 30

88 36 16 11 5 38 6 27

102 52 11 5 5 42 11 16 1

２０２０年 271 60 20 11 7 43 10 22 1

224 64 21 12 8 43 9 22 0

47 40 13 7 5 39 12 23 3

●「輸送関係費が原価や経費に占める割合が増加している」事業所が、４割に上昇。
　－輸送活動に関する意見の上位は、「輸送関係費が原価や経費に占める割合が増加している」「営業活動
　　を積極的にするためなら、輸送経費が増加してもやむを得ない」で、運輸業以外、運輸業ともに前回
　　から上昇。（図表1-10）
　－一方「今後さらに合理化を進めていく」とする事業所は、運輸業以外では28％で前回より低下、運輸業
　　では43％と横ばい。（図表1-10）
　－実施中の輸送合理化策は全体的に上昇し、特に「用途に応じた大型・小型の使い分け」「配達・集荷
　　回数の集約による効率化」「買い替え延長による車両費の削減」「保有台数の適性化による稼働率の
　　向上」が高い。（図表1-11）

全
体

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

運
輸
業
以
外

２０１４年

２０１６年

２０１８年

建設業・
設備工事業

製造業

卸・小売業、
飲食、宿泊業
サービス業、
医療、教育等

運
輸
業

２０１４年

２０１６年

２０１８年

貨物運送業

旅客運送業
・倉庫業等

図表1-10 輸送活動に関する意見
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ｎ

車
両
の
大
型
化
な
ど
に
よ
る
輸
送
効
率
の
向
上

車
両
の
小
型
化
な
ど
に
よ
る
輸
送
効
率
の
向
上

用
途
に
応
じ
た
大
型
・
小
型
の
使
い
分
け

積
荷
に
応
じ
た
架
装
・
特
装
車
の
使
用

買
い
替
え
の
延
長
に
よ
る
車
両
費
の
削
減

中
古
車
購
入
に
よ
る
車
両
費
の
削
減

保
有
台
数
の
適
性
化
に
よ
る
稼
働
率
の
向
上

荷
役
機
械
化
に
よ
る
荷
役
時
間
の
削
減

運
転
助
手
な
ど
の
削
減
に
よ
る
人
件
費
の
減
少

配
達
・
集
荷
回
数
の
集
約
に
よ
る
効
率
化

運
送
委
託
・
傭
車
の
推
進
に
よ
る
経
費
の
削
減

共
同
集
荷
・
集
配
な
ど
輸
送
の
協
業
化

包
装
簡
素
化
に
よ
る
コ
ス
ト
削
減

配
送
・
配
車
の
無
線
指
示
な
ど
に
よ
る
運
行
合
理
化

夜
間
運
行
な
ど
に
よ
る
輸
送
効
率
の
向
上

コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
管
理
に
よ
る
効
率
化

帰
り
荷
の
確
保
な
ど
積
載
率
の
向
上

営
業
ス
タ
ッ

フ
に
よ
る
新
規
顧
客
の
開
拓

特
に
な
し

308 2 9 29 4 27 4 18 0 3 20 12 4 2 2 0 3 5 16 40

284 3 6 32 7 25 6 18 1 3 21 10 1 2 2 1 2 4 20 37

282 3 6 19 7 13 7 16 1 3 19 7 2 1 1 0 2 2 9 53

948 5 8 35 11 26 13 26 3 4 27 11 4 3 2 1 3 7 17 34

220 1 8 29 2 27 4 17 - 3 19 12 4 2 2 - 3 4 16 41

195 3 6 32 6 24 6 16 1 3 20 10 1 3 2 1 2 4 21 38

180 3 6 18 5 12 6 14 - 2 19 5 2 1 - - 2 1 9 55

667 4 8 34 10 25 13 25 2 3 27 9 3 4 1 1 2 5 16 35

126 6 1 38 20 26 12 30 3 3 10 6 2 2 0 - 2 6 5 42

199 4 10 31 2 29 11 18 1 4 26 14 3 3 0 1 3 4 12 36

202 1 10 33 9 23 13 25 1 3 33 9 3 4 1 1 1 5 21 33

140 10 9 40 13 27 17 27 7 5 22 6 6 4 3 1 6 3 17 39

88 8 16 36 25 33 11 38 6 5 30 22 2 2 2 6 5 22 12 18

89 15 7 39 27 30 18 50 3 4 26 23 9 1 5 5 7 22 9 11

102 16 11 37 29 25 17 37 8 9 24 26 3 3 8 4 9 20 12 27

281 15 8 50 27 34 12 45 8 8 26 33 11 1 10 4 17 31 19 13

231 14 8 52 28 36 12 48 8 8 28 33 12 1 10 4 18 33 23 11

50 21 6 44 23 26 14 34 4 6 18 31 6 - 10 6 12 22 4 24

運
輸
業
以
外

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

建設業・
設備工事業

製造業

卸・小売業、
飲食、宿泊業

サービス業、
医療、教育等

全
体

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

運
輸
業

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

貨物運送業

旅客運送業
・倉庫業等

図表1-11 実施中の輸送合理化策

（複数回答：％）

－ 15 －



（４）保有車の用途

ｎ

長
距
離
の
往
復
輸
送

中
距
離
の
往
復
輸
送

都
市
圏
内
の
往
復
輸
送

都
市
圏
内
の
巡
回
輸
送

家
庭
へ
の
配
送

セ
ー

ル
ス
・
サ
ー

ビ
ス

作
業
場
・
仕
事
場
の
足

333 9 17 37 24 5 40 34

327 9 25 36 23 5 43 34

298 10 20 31 24 8 35 43

1115 12 29 42 25 7 42 43

245 7 16 37 23 5 41 34

239 8 24 35 22 5 44 35

196 9 17 29 23 8 36 44

835 11 28 41 24 7 44 44

205 8 15 29 7 2 28 84

219 10 40 51 16 3 43 45

211 12 30 46 34 11 46 23

200 11 24 32 21 8 52 61

88 34 47 48 56 12 21 30

88 37 52 60 50 9 15 23

102 37 55 67 40 17 18 14

280 30 52 57 50 9 17 21

230 32 54 58 52 9 15 20

50 22 43 55 38 7 23 23

●保有車の用途は「中距離の往復輸送」「都市圏内の往復輸送」が上昇し、これらへの使用車種は
　小型トラックと普通トラックが増加。
　　－各業種では以下の使用用途が多い。（図表1-12）
　　　建設業・設備工事業：「作業場・仕事場の足」「都市圏内の往復輸送」「セールス・サービス」
　　　製造業：「都市圏内の往復輸送」「作業場・仕事場の足」「セールス・サービス」
　　　卸・小売業（＊）：「都市圏内の往復輸送」「セールス・サービス」「都市圏内の巡回輸送」
　　　サービス業（＊）：「作業場・仕事場の足」「セールス・サービス」「都市圏内の往復輸送」
　　　運輸業：「都市圏内の往復輸送」「中距離の往復輸送」「都市圏内の巡回輸送」
　　－「中距離の往復郵送」「都市圏内の往復輸送」では小型トラックと普通トラックの使用が増加。
　　　（図表1-13）
　（＊）卸・小売業＝卸・小売業、飲食、宿泊業／サービス業＝サービス業、医療、教育等

全
体

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

運
輸
業
以
外

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

建設業・
設備工事業

製造業

卸・小売業、
飲食、宿泊業

サービス業、
医療、教育等

運
輸
業

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

貨物運送業

旅客運送業
・倉庫業等

図表1-12 保有車の用途
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ｎ

普
通
ト
ラ
ッ

ク

小
型
ト
ラ
ッ

ク

軽
ト
ラ
ッ

ク

小
型
バ
ン

軽
キ
ャ

ブ
バ
ン

軽
ボ
ン
バ
ン

乗
用
車

47 16 41 - 58 6 - 25

47 26 55 8 24 14 0 11

61 30 40 1 21 10 - 13

173 33 48 1 33 0 2 23

80 13 47 3 54 9 4 23

101 14 53 7 36 15 8 8

96 18 36 13 40 9 - 11

375 30 63 8 31 6 2 14

132 6 38 9 64 13 6 16

131 11 46 12 41 15 4 8

123 7 30 10 38 26 3 15

494 23 66 12 35 10 2 18

102 9 35 17 49 17 7 13

90 5 42 7 45 17 5 14

89 8 32 1 38 32 5 7

321 15 69 14 37 11 5 13

*18 12 19 30 63 10 - 23

*18 1 3 11 44 41 0 21

*26 1 21 32 31 21 - 41

75 2 41 27 35 26 8 19

118 2 13 5 48 19 9 48

119 0 7 7 35 24 10 61

90 - 14 12 38 14 3 60

405 3 16 9 40 15 5 72

120 4 32 21 46 15 5 36

122 4 37 20 40 17 11 44

116 3 31 20 57 18 4 42

496 7 40 24 37 25 5 58

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

２０２０年

　
往
復
輸
送

長
距
離
の

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

　
往
復
輸
送

中
距
離
の

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

往
復
輸
送

都
市
圏
内
の

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

巡
回
輸
送

都
市
圏
内
の

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

家
庭
へ
の
配
送

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

　
サ
ー

ビ
ス

セ
ー

ル
ス
・

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

 
仕
事
場
の
足

 
作
業
場
・

２０１４年

２０１６年

２０１８年

図表1-13 各用途の使用車種
（複数回答：％）
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第２章　今後の保有・購入意向
　

　

１　トラック・バンの需要状況

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

77 70 58 61 57 66 66 69 64 64 66 69 70 62

　小型バン 29 25 18 17 19 23 24 25 26 25 26 26 27 23

　軽トラック 22 21 19 22 18 20 20 22 18 18 18 19 18 18

　軽キャブバン 20 19 17 18 17 20 19 19 18 19 20 21 20 17

　軽ボンバン 6 5 4 4 3 3 3 2 2 2 2 3 5 4

○小型・軽トラック・バン全体の需要台数はリーマンショック後の2010年水準まで低下。
○今後１～２年間の保有増減意向をみると、製造業を除き保有増意向事業所が増加。
　特に運輸業では保有増意向事業所が３割弱と保有増意向が上昇。
○代替延期が約４割に上昇。特に運輸業以外で増加。

●需要台数はリーマンショック後の2010年水準まで低下。
　－小型・軽トラック・バン全体の需要台数は2010年（リーマンショック後）と同水準まで低下。
　　軽トラックは2019年と同水準を維持するものの、小型トラック・バン、軽キャブバンは減少。
　　（図表2-1）

　小型・軽貨物
　（トラック・バン）合計
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58 
61 

57 

66 66 
69 

64 64 
66 

69 70 

62 

0

20

40

60

80

100

※一般社団法人日本自動車販売協会連合会 及び
一般社団法人全国軽自動車協会連合会 より
日本自動車工業会推計

(万台)

（注）各年１～１２月の４ナンバー累計台数

軽トラック
小型バン

軽キャブバン
軽ボンバン

図表2-1 需要の推移

小型・軽貨物 （トラック・バン）合計
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２　買い替えについての意見

ｎ

　
経
済
的
だ
と
思
う

で
き
る
だ
け
長
く
使
っ

た
方
が

　
　
も
っ

た
い
な
い

　
買
い
替
え
る
の
は

ま
だ
使
え
る
う
ち
に

　
　
早
め
に
買
い
替
え
る

　
多
少
無
理
し
て
も

仕
事
（

生
活
）

に
不
可
欠
な
の
で

　
　
買
い
替
え
た
く
な
っ

て
く
る

　
汚
れ
や
い
た
み
が
目
に
つ
き

何
年
も
使
っ

て
い
る
と

　
　
最
も
経
済
的
な
時
期
に
す
る

　
修
理
費
を
考
え
て

買
い
替
え
は
下
取
り
価
格
や

　
　
早
め
で
も
買
い
替
え
る

　
持
っ

て
い
か
れ
る
く
ら
い
な
ら

利
益
を
税
金
に

332 77 78 17 38 65 25

327 75 81 24 40 65 33

298 74 77 20 40 68 37

1128 72 76 18 43 64 25

244 77 78 16 38 64 25

238 75 82 23 40 64 33

196 74 77 20 39 68 37

847 73 77 18 43 63 25

207 69 74 19 46 64 27

220 76 77 14 42 67 24

212 70 75 19 41 60 23

208 80 84 16 44 67 29

88 77 74 27 42 77 31

89 71 61 35 46 82 37

102 68 77 28 47 73 35

281 64 67 30 55 75 28

231 61 65 31 57 77 27

50 80 78 26 45 68 31

●「できるだけ長く使った方が経済的だと思う」が減少傾向。
　－運輸業以外では、どの業種も「できるだけ長く使った方が経済的だと思う」「まだ使えるうちに
　　買い替えるのはもったいない」が上位。（図表2-2）
　－運輸業では「できるだけ長く使った方が経済的だと思う」が減少傾向。（図表2-2）

全
体

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

運
輸
業
以
外

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

建設業・設備工事業

製造業

卸・小売業、飲食、宿泊業

サービス業、医療、教育等

運
輸
業

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

貨物運送業

旅客運送業・倉庫業等

図表2-2 買い替えについての意見
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３　今後の保有意向

（１）今後１～２年間の保有意向

増
加
す
る

変
わ
ら
な
い

減
少
す
る

　
ー

減
少
す
る

増
加
す
る

ｎ

298　 ＋1

1128　 ＋4

196　 ▲ 0

847　 ＋3

207　 ＋14

220　 ▲ 6

212　 ＋3

208　 ＋4

102　 ＋15

281　 ＋21

231　 ＋25

50　 ＋4

●今後１～２年間のトラック・バン保有台数の見通しは、製造業を除き保有増意向事業所が増加。
　－特に運輸業では「増加する」が29％と保有増意向が前回より11ポイント上昇。（図表2-3）

全
体

２０１８年

２０２０年

運
輸
業
以
外

２０１８年

２０２０年

建設業・設備工事業

製造業

卸・小売業、飲食、宿泊業

サービス業、医療、教育等

運
輸
業

２０１８年

２０２０年

貨物運送業

旅客運送業・倉庫業等
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83 
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7 

2 

7 
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7 
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9 

7 

図表2-3 今後１～２年間のトラック・バン保有台数の見通し
(％)
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４　今後の購入意向

（１）代替時期

 
（

延
期
）

遅
ら
せ
て
い
る

以
前
と
同
時
期

 
（

前
倒
し
）

早
め
て
い
る

ｎ

332　

328　

298　

1128　

244　

239　

196　

847　

207　

220　

212　

208　

88　

89　

102　

281　

231　

50　

●代替延期が約４割に上昇。特に運輸業以外で増加。
　－運輸業以外では減少傾向にあった「代替延期」層が増加に転じる。また、運輸業では「以前と同時期」
　　層が増加。（図表2-4）
　　・業種別に見ると、サービス業、医療、教育等は「代替延期」層が49％。
　－代替を遅らせている理由をみると、減少していた「景気がよくない」「資金の余裕がない」「遅らせた
　　方が経済的に楽」が前回より増加。（図表2-5）
　－代替時期の目安は、運輸業以外、運輸業とも「車のいたみ」「使用期間」「走行キロ数」が上位。
　　（図表2-6）

全
体

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

運
輸
業
以
外

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

建設業・
設備工事業

製造業

卸・小売業、
飲食、宿泊業

サービス業、
医療、教育等

運
輸
業

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

貨物運送業

旅客運送業
・倉庫業等

図表2-4 代替時期の実態 図表2-5 代替を遅らせている理由
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いたみが少ない
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使用頻度が減って、
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欲しい車がない
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何となく
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その他
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２０１４年

２０１６年
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（

含
、

車
検
時
期
・
リ
ー

ス
ア
ッ

プ
）

使
用
期
間

走
行
キ
ロ
数

　
（

含
、

修
理
費
の
増
加
）

車
の
い
た
み

走
行
性
能
の
低
下

下
取
り
や
値
引
き
な
ど
の
購
入
条
件

購
入
資
金
の
余
裕

そ
の
他

331 49 44 61 11 5 10 2

328 47 39 66 21 7 15 6

298 51 35 65 21 6 9 1

1127 48 38 72 23 7 17 2

244 50 44 60 11 5 10 2

239 47 39 65 21 7 15 6

196 51 34 64 21 6 9 1

847 47 37 72 23 7 18 2

207 57 39 67 19 7 17 3

220 46 37 71 22 8 27 1

212 47 38 73 23 6 13 2

208 42 34 75 28 7 21 2

87 36 44 78 13 6 15 0

89 52 45 78 25 12 14 -

102 51 52 73 28 9 10 -

280 58 45 80 26 10 14 1

230 61 46 80 26 10 13 2

50 44 37 83 25 12 15 1

運
輸
業
以
外

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

建設業・
設備工事業

製造業

卸・小売業、
飲食、宿泊業

サービス業、
医療、教育等

全
体

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

運
輸
業

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

貨物運送業

旅客運送業
・倉庫業等

図表2-6 代替時期の目安
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第３章　新型コロナウイルスによる影響

１　コロナ禍での経営状態の見通し
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ｎ ｎ

２０２０年 全体 1123　 5 64 713　 65

運輸業以外 842　 5 64 511　 65

206　 2 50 95　 68

内）中堅・小規模事業所 118　 2 50 87　 68

219　 8 77 166　 74

212　 5 67 140　 64

205　 5 56 110　 59

運輸業 281　 4 73 202　 61

231　 5 74 165　 61

50　 0 71 37　 62

54　 8 71 38　 59

100　 9 76 65　 65

○コロナ禍の影響により全体の６割が経営状況悪化。７割弱の事業所ではコロナ拡大前の状況に戻るまで
　２年以上かかる見通し。輸送量も半数強の事業所で減少、納入頻度は変化せず、少量の荷物を運ぶ割合が
　増加、経営状況悪化に影響か。
　・保有台数へのコロナ禍の影響は少なく、９割強の事業所で変化なし。
　・６割弱の事業所で商品・物資輸送量が減少。
　・小型・軽トラック非保有の小売業、飲食業の４割弱で宅配便等の外注利用が増加。

●全体の６割強で経営状況が悪化。
　－新型コロナウイルス拡大前後での経営状態の変化は、全体の64％で経営状況が悪化。製造業は77％、
　　運輸業は73％で悪化。（図表3-1）
　－新型コロナウイルス拡大前への経営状態回復の見通しは、運輸業以外で65％、運輸業で61％が２年以上
　　回復にかかる見通し。建設業では３年以上回復にかかると見通している事業所が他業種より多い。
　　（図表3-2）

卸・小売業、飲食、宿泊業

良
く
な
っ

て
い
る
　
計

悪
く
な
っ

て
い
る
　
計

２
年
以
上
　
計

製造業

小型・軽トラック非保有事業所
（小売業、飲食業）

サービス業、医療、教育等

貨物運送業

旅客運送業・倉庫業等

建設業・設備工事業

小型・軽トラック保有事業所
（小売業、飲食業）

図表3-1 新型コロナウイルス拡大前後での

経営状態の変化
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図表3-2 新型コロナウイルス拡大前への

経営状態回復の見通し
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２　コロナ禍での今後の保有への影響
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は
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保
有
台
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変
化
あ
り
　
計

ｎ ｎ

２０２０年 全体 1128　 7 1128　 5

運輸業以外 847　 6 847　 5

207　 9 207　 7

220　 5 220　 3

212　 5 212　 5

208　 7 208　 4

運輸業 281　 16 281　 8

231　 16 231　 9

50　 14 50　 3
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以
前
と
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計
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り
　
計

ｎ ｎ

２０２０年 全体 1128　 34 723　 42

運輸業以外 847　 34 520　 42

207　 32 96　 44

220　 37 171　 43

212　 30 142　 36

208　 42 111　 59

運輸業 281　 39 203　 43

231　 43 165　 47

50　 21 38　 24

●保有台数への新型コロナウイルスの影響は少なく、９割強の事業所で変化なし。
　－新型コロナウイルス拡大前と比べた保有台数の変化は、ほとんどの事業所が変化なし。（図表3-3）
　－保有台数の割合も、ほとんどの事業所で変化なし。（図表3-4）
　－買い替え時期の変化は、32％の事業所が買い替え時期を延期。（図表3-5）
　　・経営状態悪化事業所で見ると、41％の事業所が買い替え時期を延期しており、中でも「サービス業、
　　　医療、教育等」は59％と高い。（図表3-6）
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66 

68 

63 

70 

59 

61 

57 

79 

41 

41 

41 

43 

34 

59 

41 

45 

24 

1 

1 

3 

0 

2 

0 

2 

3 

0 

58 

58 

56 

58 

65 

41 

57 

53 

76 

図表3-3 新型コロナウイルス拡大前と比べた

保有台数の変化

(％) (％)

図表3-4 新型コロナウイルス拡大前と比べた

保有台数の割合変化

図表3-5 新型コロナウイルス拡大前と比べた

買い替え時期の変化
(％) (％)

図表3-6 新型コロナウイルス拡大前と比べた

買い替え時期の変化

（経営状態悪化事業所 ）

－ 24 －



３　コロナ禍による車の稼働状況の変化

 （１）商品・物資輸送量の変化
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い
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ｎ ｎ

２０２０年 全体 1095　 55 710  77

運輸業以外 817　 53 507  76

201　 28 95  49

218　 62 171  79

204　 65 135  86

194　 41 106  67

運輸業 278　 77 203  93

228　 79 165  94

50　 65 38  88

ｎ

２０２０年 全体 587  

運輸業以外 382  

46  

134  

131  

71  

運輸業 205  

172  

33  

サービス業、医療、教育等

●６割弱の事業所で商品・物資輸送量が減少。
　－コロナウイルス拡大前と比べた商品・物資輸送量は、製造業で62％、卸・小売業、飲食、宿泊業で65％、
　　貨物運送業で79％、旅客運送業で65％の事業所で減少。（図表3-7）
　　・経営状態悪化事業所で見ると、製造業、卸・小売業、飲食、宿泊業で約８割、運輸業で約９割が減少。
　　　（図表3-8）
　－コロナウィルス拡大前の状況に戻る時期については、２年程度が38％、３年程度が23％。
　　（図表3-9）
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図表3-7 新型コロナウイルス拡大前と比べた

商品・物資輸送量の変化
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図表3-8 新型コロナウイルス拡大前と比べた

商品・物資輸送量の変化（経営状態悪化事業所 ）

図表3-9 新型コロナウイルス拡大前への商品・物資輸送量回復の見通し
(％)
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（２）輸送業務や荷物の変化
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２０２０年 全体 948  14 633  15

運輸業以外 667  13 430  15

126  7 63  11

199  17 157  15

202  15 134  18

140  8 76  7

運輸業 281  17 203  17

231  18 165  18

50  11 38  10
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２０２０年 全体 948  32 633  41

運輸業以外 667  32 430  41

126  8 63  13

199  36 157  42

202  40 134  50

140  20 76  27

運輸業 281  35 203  40

231  38 165  42

50  23 38  27

●納入頻度に大きな変化はなく、１回の納入量が少量に、往復輸送の割合が増加し、行動半径が
　小さくなっている傾向。
　－納入頻度は、全体として大きく変化していない。（図表3-10）
　－1回当りの納入量は、全体の30％で少量の荷物を運ぶ割合が増加、経営状態悪化事業所では40％。
　　（図表3-12～13）
　　・業種別で見ると、建設業は92％が変化なし、卸・小売業、飲食・宿泊業は38％で少量の荷物を運ぶ
　　　割合が増加。（図表3-12）
　－運行形態の割合は、特に運輸業の50人以上の事業所で「往復輸送」が増加。（図表3-16）
　－行動半径の割合は、特に運輸業の50人以上の事業所で「遠距離」よりも「近距離」が増加。（図表3-17）
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図表3-10 新型コロナウイルス拡大前と比べた納入頻度の変化
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図表3-12 新型コロナウイルス拡大前と比べた

1回当りの納入量の割合変化
(％) (％)

図表3-13 新型コロナウイルス拡大前と比べた

1回当りの納入量の割合変化

（経営状態悪化事業所）

図表3-11 新型コロナウイルス拡大前と比べた

納入頻度の変化 （経営状態悪化事業所）
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荷
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の

特
に
変
化
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な
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化
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り
　
計

ｎ ｎ

２０２０年 全体 948  19 948  18

運輸業以外 667  19 667  18

126  6 126  6

199  17 199  18

202  25 202  22

140  13 140  12

運輸業 281  20 281  17

231  21 231  18

50  12 50  13
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変
化
あ
り
　
計
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増
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て
い
る

近
距
離
の
割
合
が

特
に
変
化
は
な
い

変
化
あ
り
　
計

ｎ ｎ

２０２０年 全体 948  8 948  8

運輸業以外 667  7 667  8

126  4 126  13

199  6 199  5

202  9 202  9

140  6 140  6

運輸業 281  13 281  11

１００人以上 53  28 53  25

５０～９９人 70  16 70  19

４９人以下 158  12 158  9

建設業・設備工事業

製造業

卸・小売業、飲食、宿泊業

サービス業、医療、教育等

貨物運送業

旅客運送業・倉庫業等

サービス業、医療、教育等

建設業・設備工事業

製造業

卸・小売業、飲食、宿泊業

図表3-14 新型コロナウイルス拡大前と比べた

荷物の重量の割合変化

2 

2 

1 

3 

2 

3 

1 

1 

0 

18 

17 

5 

14 

23 

11 

19 

20 

12 

81 

81 

94 

83 

75 

87 

81 

79 

88 

(％)
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87 

(％)

図表3-16 新型コロナウイルス拡大前と比べた

運行形態の割合変化
(％) (％)

図表3-17 新型コロナウイルス拡大前と比べた

行動半径の割合変化

図表3-15 新型コロナウイルス拡大前と比べた

荷物のカサの割合変化
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ｎ

定
期
的
な
小
口
荷
物

定
期
的
な
大
口
荷
物

不
定
期
的
な
小
口
荷
物

不
定
期
的
な
大
口
荷
物

増
え
て
い
る
荷
は
な
い

増
え
て
い
る
荷
あ
り
　
計

小型・軽トラック保有事業所 全体 948 4 1 11 4 82 18

運輸業以外 667 4 1 11 3 83 17

126 - 1 6 2 91 9

199 5 2 12 4 79 21

202 5 1 13 3 81 19

140 3 1 7 5 86 14

運輸業 281 6 2 10 7 78 22

231 6 3 11 7 77 23

50 1 - 8 9 83 17

ｎ

定
期
的
な
軽
量
荷
物

定
期
的
な
重
量
荷
物

不
定
期
的
な
軽
量
荷
物

不
定
期
的
な
重
量
荷
物

増
え
て
い
る
荷
は
な
い

増
え
て
い
る
荷
あ
り
　
計

小型・軽トラック保有事業所 全体 948 4 2 9 5 83 17

運輸業以外 667 4 2 9 5 83 17

126 0 1 5 3 91 9

199 5 2 7 6 81 19

202 5 2 10 5 81 19

140 3 1 8 6 85 15

運輸業 281 6 2 10 6 80 20

231 7 3 11 6 78 22

50 1 - 8 6 86 14

卸・小売業、飲食、宿泊業

建設業・設備工事業

製造業

サービス業、医療、教育等

貨物運送業

旅客運送業・倉庫業等

建設業・設備工事業

貨物運送業

旅客運送業・倉庫業等

製造業

卸・小売業、飲食、宿泊業

サービス業、医療、教育等

（複数回答：％）

図表3-18 新型コロナウイルス拡大前と比べて増えている荷の種類

（複数回答：％）
図表3-19 新型コロナウイルス拡大前と比べて増えている荷の重さ
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４　コロナ禍による意識変化

ｎ

自
社
の
車

自
社
の
自
動
二
輪

自
社
以
外
の
車

自
転
車
・
荷
車

宅
配
便
等
の
外
注

そ
の
他

輸
送
手
段
は
な
い

増
え
て
い
る

小型・軽トラック保有事業所 全体 1128 25 1 3 0 11 0 63

運輸業以外 847 25 1 3 0 12 0 63

207 24 - 2 1 4 0 71

220 21 - 4 - 17 - 61

212 24 1 4 - 14 1 61

208 30 - 2 - 7 - 63

運輸業 281 33 - 6 - 5 0 59

231 36 - 6 - 5 0 56

50 18 - 10 - 3 - 70

54 15 2 2 - 12 2 69

102 6 - 1 1 36 - 58

ｎ

宅
配
便

バ
イ
ク
便

自
転
車
便

　
　
　
　
　
食
材
配
達
）

（

フ
ー

ド
デ
リ
バ
リ
ー

・

配
達
代
行
サ
ー

ビ
ス

そ
の
他

小型・軽トラック保有事業所 全体 100 81 2 - 2 19

運輸業以外 85 80 2 - 2 19

*6 61 - - - 39

35 93 1 - - 13

31 78 3 - 4 19

*13 76 4 - - 24

運輸業 *15 94 - - 3 3

*14 93 - - 4 4

*1 100 - - - -

*6 100 - - - -

37 86 - 10 9 5

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

旅客運送業・倉庫業等

●小型・軽トラック非保有の小売業、飲食業の４割弱で宅配便等の外注利用が増加。
　－新型コロナウイルス拡大前と比べて利用回数が増えている輸送手段は、小型・軽トラック非保有の
　　小売業、飲食業での「宅配便等の外注」が36％。（図表3-20）
　　・その内、利用回数が最も増えている外注の種類は、「宅配便」の86％。（図表3-21）

建設業・設備工事業

製造業

卸・小売業、飲食、宿泊業

サービス業、医療、教育等

貨物運送業

小型・軽トラック保有事業所（小売業、飲食業）

小型・軽トラック非保有事業所（小売業、飲食業）

建設業・設備工事業

製造業

卸・小売業、飲食、宿泊業

サービス業、医療、教育等

貨物運送業

旅客運送業・倉庫業等

小型・軽トラック保有事業所（小売業、飲食業）

小型・軽トラック非保有事業所（小売業、飲食業）

（複数回答：％）

図表3-20 新型コロナウイルス拡大前と比べて

利用回数が増えている輸送手段

（複数回答：％）

図表3-21 新型コロナウイルス拡大前と比べて

利用回数が増えている宅配便等の外注の種類

宅配便等の外注の種類
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第４章　環境意識と次世代環境車

１　環境問題に対する意識

（１）環境問題に対する考え方
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維
持
費
が
下
が
る
な
ら
、

335 73 64 30 75 78 78 38

326 75 65 37 78 77 75 39

298 69 60 35 72 79 74 30 58

561 75 66 36 79 81 76 30 70

247 73 64 30 75 78 77 39

237 76 65 37 78 76 74 39

196 69 60 35 72 79 74 30 57

420 76 66 36 78 81 76 31 70

102 72 71 35 84 88 72 20 72

111 80 68 31 75 83 79 33 67

105 74 61 35 75 75 72 28 70

102 81 74 44 84 84 84 44 72

88 71 65 39 76 81 86 26

89 73 64 24 76 82 84 28

102 67 60 33 76 84 87 31 73

141 66 64 29 89 82 89 23 73

118 70 68 30 89 86 92 23 73

*23 47 48 27 92 63 72 21 73

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

○次世代環境車の中では、「ハイブリッド車」に対する購入意向が最も高く、
　特に「プラグインハイブリッド車」が伸長。
　・環境対策費用に負担を感じている事業所は８割弱。運輸業では９割と上昇傾向。
　・次世代環境車の中では、「ハイブリッド車」に対する購入意向が最も高い傾向は変わらず。
　　「プラグインハイブリッド車」では小型トラックが20％で前回から11ポイント、小型キャブバンは
　　26％と前回から7ポイント、軽トラックは18％と前回から14ポイント、軽キャブバンは21％と
　　前回から8ポイント上昇。
　・各次世代環境車の懸念点で共通しているのは「車両価格が高い」「バッテリーの耐用年数が不安」。
　　加えて、電気自動車では「１回の充電での走行可能距離が短い」「充電施設の場所や数が心配」、
　　燃料電池車では「燃料供給施設の場所や数が心配」が高い。
　・次世代環境車に対しては、技術的不安よりも車両価格への懸念が強いものの、どの次世代環境車へも
　　約６割は20万円までであれば追加支払いを許容。

●「低燃費の車」「排ガスの少ないクリーンな車」を選ぶことを考えている事業所が増加。
　－「多少価格が上がっても、低燃費の車を選ぶ」が75％、「多少価格が上がっても、長く乗れる車を
　　選ぶ」が66％と、前回と比べそれぞれ6ポイント上昇。（図表4-1）
　－運輸業では、「アイドリングをやめる」「燃費効率の良い経済速度で走る」「耐久性があり長く乗れる
　　車を選ぶ」を実施している事業所が８割を超える。（図表4-1）

全
体

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

運
輸
業
以
外

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

建設業・設備工事業

製造業

卸・小売業、飲食、宿泊業

サービス業、医療、教育等

運
輸
業

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

貨物運送業

旅客運送業・倉庫業等

図表4-1 環境問題に対する考え方
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（複数回答：％）

－ 30 －



（２）環境対策費用の負担感

非
常
に
負
担

や
や
負
担

　
仕
方
な
い

負
担
は
感
じ
る
が

負
担
感
じ
な
い
　
計

負
担
あ
り
　
計

ｎ

335  86

328  78

298  66

553  76

247  86

239  77

196  65

415  75

101  72

110  78

105  76

99  73

88  94

89  86

102  88

138  90

115  92

*23  81

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

２０１６年

２０１８年

製造業

●事業所全体で環境対策費用の負担感が76%と、前回から10%上昇。
　－環境対策費用に負担を感じている事業所は、運輸業以外では75％で前回から10ポイント上昇。
　　運輸業では90％で2ポイントの上昇。（図表4-2）

全
体

２０１４年

２０２０年
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(％)図表4-2 環境対策費用の負担感
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２　次世代環境車に対する意識

（１）次世代環境車に対する購入意向
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172  175  

151  169  

404  247  

172  175  

151  169  

404  247  

172  175  

151  169  

404  247  

172  175  

151  169  

404  247  

電
気
自
動
車

燃
料
電
池
車

２０１６年

２０１８年

●どの次世代環境車も購入意向が上昇。特にプラグインハイブリッド車が伸長。
　－「ハイブリッド車」に対する購入意向が最も高い傾向は変わらず。「プラグインハイブリッド車」では
　　小型トラックが20％で前回から11ポイント、小型キャブバンは26％と前回から7ポイント、
　　軽トラックは18％と前回から14ポイント、軽キャブバンは21％と前回から8ポイント上昇。
　　（図表4-3）
　－イニシャル／ランニングコスト重視層別でみても、「ハイブリッド車」に対する購入意向が高い傾向は
　　変わらず。（図表4-4）
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図表4-3 次世代環境車に対する購入意向
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11 

20 

16 

14 

18 

15 

17 

40 

46 

27 

50 

56 

35 

52 

59 

35 

55 

61 

39 

図表4-3 次世代環境車に対する購入意向
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購
入
を
検
討

　
い
え
な
い

ど
ち
ら
と
も

　
思
わ
な
い

購
入
し
た
い
と
は

　
は
な
い

検
討
す
る
こ
と

購
入
を
検
討

　
い
え
な
い

ど
ち
ら
と
も

　
思
わ
な
い

購
入
し
た
い
と
は

　
は
な
い

検
討
す
る
こ
と

ｎ ｎ

139  85  

148  99  

350  216  

139  85  

148  99  

350  216  

139  85  

148  99  

350  216  

139  85  

148  99  

350  216  

燃
料
電
池
車

イニシャル
コスト重視層

ランニング
コスト重視層

総コスト
重視層

電
気
自
動
車

イニシャル
コスト重視層

ランニング
コスト重視層

総コスト
重視層

ハ
イ
ブ
リ
ッ

ド
車

プ
ラ
グ
イ
ン

イニシャル
コスト重視層

ランニング
コスト重視層

総コスト
重視層

ハ
イ
ブ
リ
ッ

ド
車

イニシャル
コスト重視層

ランニング
コスト重視層

総コスト
重視層

■小型キャブバン（小型キャブバン保有事業所）
(％)

38 

65 

45 

23 

35 

24 

23 

26 

19 

19 

24 

16 

30 

24 

32 

35 

34 

39 

28 

37 

39 

27 

34 

36 

9 

4 

10 

11 

16 

16 

14 

15 

17 

10 

15 

17 

23 

7 

14 

31 

15 

21 

35 

22 

25 

44 

28 

31 

■小型トラック（小型トラック保有事業所）

(％)

33 

46 

39 

24 

23 

20 

10 

18 

12 

7 

14 

8 

31 

28 

29 

31 

31 

34 

35 

27 

33 

32 

32 

34 

14 

8 

12 

16 

18 

18 

20 

23 

22 

21 

22 

23 

23 

18 

21 

29 

29 

29 

35 

32 

32 

39 

32 

35 

図表4-4 次世代環境車に対する購入意向（イニシャル／ランニングコスト重視層別）
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購
入
を
検
討

　
い
え
な
い

ど
ち
ら
と
も

　
思
わ
な
い

購
入
し
た
い
と
は

　
は
な
い

検
討
す
る
こ
と

購
入
を
検
討

　
い
え
な
い

ど
ち
ら
と
も

　
思
わ
な
い

購
入
し
た
い
と
は

　
は
な
い

検
討
す
る
こ
と

ｎ ｎ

55  55  

54  53  

124  119  

55  55  

54  53  

124  119  

55  55  

54  53  

124  119  

55  55  

54  53  

124  119  

燃
料
電
池
車

イニシャル
コスト重視層

ランニング
コスト重視層

総コスト
重視層

電
気
自
動
車

イニシャル
コスト重視層

ランニング
コスト重視層

総コスト
重視層

ハ
イ
ブ
リ
ッ

ド
車

プ
ラ
グ
イ
ン

イニシャル
コスト重視層

ランニング
コスト重視層

総コスト
重視層

ハ
イ
ブ
リ
ッ

ド
車

イニシャル
コスト重視層

ランニング
コスト重視層

総コスト
重視層

■軽キャブバン（軽キャブバン保有事業所）

(％)

36 

40 

42 

26 

18 

22 

21 

15 

17 

19 

16 

14 

31 

18 

26 

41 

28 

38 

44 

24 

36 

33 

19 

31 

11 

7 

10 

12 

14 

16 

11 

14 

17 

16 

14 

18 

22 

35 

22 

22 

40 

24 

24 

47 

30 

33 

50 

38 

■軽トラック（軽トラック保有事業所）

(％)

30 

35 

26 

20 

23 

21 

20 

24 

18 

9 

9 

8 

41 

32 

41 

37 

32 

39 

33 

34 

37 

37 

42 

39 

7 

8 

12 

11 

11 

12 

13 

8 

16 

17 

11 

20 

22 

25 

22 

33 

35 

29 

34 

34 

29 

36 

39 

34 

図表4-4 次世代環境車に対する購入意向（イニシャル／ランニングコスト重視層別）
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（２）次世代環境車の購入検討理由と懸念点

ｎ

　
影
響
を
受
け
に
く
く
な
る

燃
料
価
格
変
動
の

　
維
持
コ
ス
ト
が
安
い

使
用
コ
ス
ト
・

排
出
ガ
ス
が
な
い
・
少
な
い

静
粛
性
に
優
れ
る

　
イ
メ
ー

ジ
が
良
い

社
会
評
価
・

　
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

で
あ
る

最
新
の

信
頼
で
き
る
技
術
で
あ
る

　
評
価
・
イ
メ
ー

ジ
が
良
い

顧
客
か
ら
の

139 48 53 48 23 23 8 20 6

186 43 41 37 14 22 8 14 12

143 47 37 43 26 21 6 17 15

356 33 46 42 19 34 4 14 14

59 37 31 52 31 37 16 23 12

85 37 37 39 21 30 13 16 16

73 48 39 41 33 27 15 15 18

244 37 39 46 15 28 8 8 10

46 54 36 74 40 35 36 8 11

69 43 29 43 26 38 26 4 14

64 52 44 58 41 42 28 8 16

219 37 28 53 26 34 15 7 14

44 46 24 68 43 39 45 5 12

67 42 32 46 26 31 29 2 13

52 40 42 54 33 30 34 1 10

176 30 24 47 11 32 20 2 13

２０１４年

２０１４年

２０１４年

２０１８年

２０２０年

２０１８年

２０２０年

２０１８年

●プラグインハイブリッド車、電気自動車、燃料電池車の購入検討理由は「排出ガスがない・少ない」が
　上位。
　－各次世代環境車の購入検討理由は、ハイブリッド車は「使用コスト・維持コストが安い」、プラグイン
　　ハイブリッド車、電気自動車、燃料電池車は「排出ガスがない・少ない」が最も高い。（図表4-5）
　－各次世代環境車の懸念点で共通しているのは「車両価格が高い」で７割弱、
　　「バッテリー耐用年数が不安」で２～４割程度、加えて、電気自動車では
　　「1回の充電での走行可能距離が短い」が49%、「充電施設の場所や数が心配」が38％、
　　燃料電池車では「燃料供給施設の場所や数が心配」が36％。（図表4-6）

次
世
代
環
境
車
購
入
検
討
層

２０１６年

２０１６年

２０１６年

２０１６年

ハ
イ
ブ
リ
ッ

ド
車

２０１４年

ハ
イ
ブ
リ
ッ

ド
車

プ
ラ
グ
イ
ン

電
気
自
動
車

燃
料
電
池
車

２０２０年

２０２０年

２０１８年

0

25

50

75
2020年 ハイブリッド車 2020年 プラグインハイブリッド車

2020年 電気自動車 2020年 燃料電池車

図表4-5 次世代環境車の購入検討理由
（複数回答：％）
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ｎ

　
（

導
入
コ
ス
ト
が
高
い
）

車
両
価
格
が
高
い

　
　
不
安
が
あ
る

　
維
持
費
面
で
考
え
る
と

バ
ッ

テ
リ
ー

の
耐
用
年
数
を

　
不
安
が
あ
る

技
術
的
な
信
頼
性
に

耐
久
性
に
不
安
が
あ
る

　
限
定
さ
れ
る

修
理
で
き
る
工
場
が

　
　
最
大
積
載
量
が
少
な
い

　
･
デ
ィ
ー

ゼ
ル
車
よ
り

同
サ
イ
ズ
の
ガ
ソ
リ
ン

　
走
行
可
能
な
距
離
が
短
い

１
回
の
充
電
で
の

　
　
数
が
心
配

　
充
電
施
設
の
場
所
や

燃
料
供
給
施
設
・

138 63 24 2 6 7 6

182 59 20 3 8 6 6 7 6

141 56 20 3 2 3 9 9 10

375 65 32 3 9 12 9 6 7

57 68 22 8 4 12 13

82 59 22 10 9 9 8 17 13

73 61 20 6 1 4 12 22 16

257 66 33 4 10 12 7 16 18

45 72 29 29 4 54 49

66 57 26 18 15 14 10 46 31

64 67 25 12 12 14 15 51 38

229 68 44 9 17 21 11 49 38

46 73 29 28 5 39 61

64 56 24 16 16 16 11 37 37

51 75 35 15 15 17 14 38 32

187 69 26 14 11 21 9 26 36

２０１６年

２０１８年

２０２０年

ハ
イ
ブ
リ
ッ

ド
車

プ
ラ
グ
イ
ン

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

２０１４年

ハ
イ
ブ
リ
ッ

ド
車

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

次
世
代
環
境
車
購
入
検
討
層 電

気
自
動
車

２０１４年

２０１６年

２０１８年

２０２０年

燃
料
電
池
車

0.0

25.0

50.0

75.0
2020年 ハイブリッド車 2020年 プラグインハイブリッド車

2020年 電気自動車 2020年 燃料電池車

（複数回答：％）
図表4-6 次世代環境車の懸念点
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（３）次世代環境車購入負担許容額

ｎ

支
払
い
追
加
な
し

～

１
０
万
円

～

２
０
万
円

～

３
０
万
円

～

４
０
万
円

～

５
０
万
円

～

１
０
０
万
円

～

２
０
０
万
円

そ
れ
以
上

143 100 80 55 45 26 20 9 - -

381 100 69 59 45 26 23 8 4 1

73 100 81 51 41 27 24 6 4 0

266 100 71 65 51 32 27 9 5 2

64 100 78 68 55 31 25 7 4 0

237 100 66 61 52 37 33 16 5 2

52 100 80 67 57 33 25 9 5 1

196 100 59 54 48 36 32 17 7 4

●どの次世代環境車も、約６割が20万円までの追加支払いを許容。
　－20万円までの追加支払いを許容している事業所は、ハイブリッド車で59％、プラグインハイブリッド
　　車で65％、電気自動車で61％、燃料電池車で54％（図表4-7）。

次
世
代
環
境
車
購
入
検
討
層

ハ
イ
ブ
リ
ッ

ド
車

２０１８年

２０２０年

ハ
イ
ブ
リ
ッ

ド
車

プ
ラ
グ
イ
ン

２０１８年

電
気
自
動
車

２０１８年

燃
料
電
池
車

２０１８年

２０２０年

２０２０年

２０２０年

(％)

0

25

50

75

100
2020年 ハイブリッド車 2020年 プラグインハイブリッド車

2020年 電気自動車 2020年 燃料電池車

図表4-7 次世代環境車購入負担許容額
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第５章　安全意識と先進安全技術

１　安全性に対する意識

（１）安全性に対する意識

　
関
心
が
あ
る

非
常
に

　
関
心
が
あ
る

や
や

　
い
え
な
い

ど
ち
ら
と
も

関
心
な
い
　
計

関
心
あ
り

　
重
視
す
る

非
常
に

　
重
視
す
る

や
や

　
い
え
な
い

ど
ち
ら
と
も

重
視
し
な
い
　
計

重
視
す
る
　
計

ｎ ｎ

２０１４年 335  84 335  74

２０１６年 329  86 329  76

２０１８年 298  76 298  67

２０２０年 561  88 561  84

運輸業以外 420  88 420  84

102  93 102  89

111  86 111  79

105  89 105  85

102  81 102  82

運輸業 141  96 141  87

118  95 118  85

*23  100 *23  100

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

○安全性に対して約９割が関心を持ち、約８割が購入時に重視。運輸業で関心度・重視度が高い。
　・実施中の安全対策は「車両の定期点検・整備の促進」「シートベルトの着用」「法定速度の遵守」。
　・購入時に必要な安全装備は、「運転席エアバッグ」「ドライブレコーダー」。
　・装着意向が高い先進安全技術は「衝突被害軽減ブレーキ」「歩行者の検知・保護支援システム」。

●関心度及び重視度ともに前回から上昇。
　－関心度は全体で前回から上昇。運輸業以外で88％、運輸業で96％、重視度は運輸業以外で84％、
　　運輸業で87％と高い回答。（図表5-1～2）
　－安全装備での重視内容は、運輸業以外、運輸業とも前回より高く、特に「事故を未然に防ぐもの」
　　「事故の際、乗員を守るもの」「事故の際、歩行者を守るもの」は８割超が重視。
　　（図表5-3）

貨物運送業

 旅客運送業・倉庫業等

建設業・設備工事業

製造業

卸・小売業、飲食、宿泊業

サービス業、医療、教育等

図表5-1 自動車の安全性に対する関心度 図表5-2 購入時の安全性重視度
(％)
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50 
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33 

33 

36 
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9 

9 

7 

13 

6 
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5 

1 

4 

3 

3 

0 

0 

5 

4 

1 

1 

0 

23 

34 

21 

35 

34 

36 

30 

34 

37 

37 

37 

39 

51 

42 

47 

50 

50 

53 

49 

51 

45 

50 

48 

61 

18 

19 

25 

12 

12 

11 

17 

12 

10 

10 

12 

0 

8 
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7 

4 

4 

0 

4 

4 

8 

3 

3 

0 

(％)
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ｎ

事
故
を
未
然
に
防
ぐ
も
の

事
故
の
際
、

乗
員
を
守
る
も
の

事
故
の
際
、

歩
行
者
を
守
る
も
の

事
故
の
際
、

物
を
守
る
も
の

法
令
違
反
を
防
ぐ
も
の

ド
ラ
イ
バ
ー

の
負
担
を
軽
減
す
る
も
の

２０１８年 298 78 79 73 60 58 71

２０２０年 561 86 87 83 64 62 77

２０１８年 196 78 79 73 60 57 71

２０２０年 420 85 87 82 64 61 77

102 80 90 75 56 56 72

111 87 85 84 73 63 79

105 84 85 80 62 58 76

102 90 93 92 68 71 82

２０１８年 102 81 78 77 66 71 74

２０２０年 141 93 86 87 73 76 86

118 91 85 86 72 76 85

*23 100 92 92 80 76 89

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

全
体

運
輸
業
以
外

運
輸
業

建設業・設備工事業

サービス業、医療、教育等

製造業

卸・小売業、飲食、宿泊業

貨物運送業

旅客運送業・倉庫業等

25

50

75

100
２０１８年 ２０２０年

図表5-3 安全装備での重視内容

(複数回答：％)
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（２）安全対策

ｎ

　
整
備
の
促
進

車
両
の
定
期
点
検
・

車
両
の
定
期
的
な
代
替

　
　
の
導
入
（

購
入
）

　
機
構
を
備
え
た
自
動
車

安
全
性
向
上
の
装
備
・

過
剰
労
働
の
緩
和

　
（

過
積
載
を
し
な
い
）

積
載
重
量
の
遵
守

法
定
速
度
の
遵
守

一
時
停
止
の
励
行

シ
ー

ト
ベ
ル
ト
の
着
用

　
指
導
・
講
習

運
転
技
術
向
上
の
た
め
の

そ
の
他

特
に
な
し

２０１４年 335 87 19 23 28 42 55 37 74 10 0 4

２０１６年 329 86 20 28 32 51 60 45 77 18 0 3

２０１８年 298 81 23 19 31 43 57 42 73 14 1 9

２０２０年 561 86 24 31 43 56 62 50 74 19 1 4

２０１４年 247 87 19 22 27 41 54 37 74 9 0 5

２０１６年 240 86 19 28 31 50 59 44 77 16 0 3

２０１８年 196 81 22 18 29 41 57 41 73 12 1 9

２０２０年 420 86 23 30 41 55 62 50 74 16 1 4

102 84 27 35 46 55 58 54 78 22 0 6

111 86 13 24 41 63 61 49 78 9 0 2

105 86 25 32 38 53 63 48 73 15 2 6

105 85 24 25 43 50 60 50 71 20 1 -

２０１４年 88 91 24 30 52 75 70 56 75 43 2 -

２０１６年 89 92 37 40 66 81 82 67 77 63 1 -

２０１８年 102 82 39 29 65 66 64 47 66 45 2 9

２０２０年 141 94 37 47 80 84 75 65 78 62 3 2

118 95 36 48 84 86 77 67 79 67 2 1

*23 90 39 42 61 78 67 57 76 41 7 7

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

運
輸
業

貨物運送業

旅客運送業
・倉庫業等

●安全対策の上位は「車両の定期点検・整備の促進」「シートベルトの着用」「法定速度の遵守」。
　－実施中の安全対策の上位は、運輸業以外では「車両の定期点検・整備の促進」「シートベルトの着用」
　　「法定速度の遵守」、運輸業では加えて「積載重量の遵守」「過剰労働の緩和」も高い。（図表5-4）
　－効果の大きい安全対策も、運輸業以外では「車両の定期点検・整備の促進」「法定速度の遵守」「安全性
　　向上の装備・機構を備えた自動車の導入（購入）」、運輸業では「過剰労働の緩和」「車両の定期点検・
　　整備の促進」「法定速度の遵守」が上位。（図表5-5）

全
体

運
輸
業
以
外

建設業・
設備工事業

製造業

卸・小売業、
飲食、宿泊業

サービス業、
医療、教育等

図表5-4 実施中の安全対策
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（複数回答：％）
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ｎ

　
整
備
の
促
進

車
両
の
定
期
点
検
・

車
両
の
定
期
的
な
代
替

　
　
の
導
入
（

購
入
）

　
機
構
を
備
え
た
自
動
車

安
全
性
向
上
の
装
備
・

過
剰
労
働
の
緩
和

　
（

過
積
載
を
し
な
い
）

積
載
重
量
の
遵
守

法
定
速
度
の
遵
守

一
時
停
止
の
励
行

シ
ー

ト
ベ
ル
ト
の
着
用

　
指
導
・
講
習

運
転
技
術
向
上
の
た
め
の

そ
の
他

特
に
な
し

２０１４年 335 71 9 16 17 23 38 14 37 8 - 9

２０１６年 329 74 10 19 18 31 44 11 34 8 - 6

２０１８年 298 63 9 13 20 21 32 10 43 9 0 16

２０２０年 561 59 11 30 24 29 33 11 26 15 0 13

２０１４年 247 71 9 16 16 22 37 14 37 7 - 10

２０１６年 240 74 10 20 18 31 44 11 35 7 - 6

２０１８年 196 63 9 13 18 21 32 10 44 8 - 16

２０２０年 420 60 11 30 22 29 32 11 27 14 0 13

102 61 10 39 26 21 20 13 28 23 0 11

111 74 12 23 28 33 35 6 32 13 - 4

105 55 10 30 20 33 33 9 24 12 - 18

105 60 12 28 17 23 39 18 31 14 - 11

２０１４年 88 75 13 13 36 44 41 6 19 28 - 2

２０１６年 89 70 15 17 33 39 43 9 16 31 - 2

２０１８年 102 55 11 14 48 26 32 14 20 19 0 11

２０２０年 141 47 16 29 49 32 37 8 7 31 2 9

118 45 14 30 50 33 41 8 5 33 2 8

*23 57 23 24 42 22 17 7 13 21 2 10

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

運
輸
業

貨物運送業

旅客運送業
・倉庫業等

全
体

運
輸
業
以
外

建設業・
設備工事業

製造業

卸・小売業、
飲食、宿泊業

サービス業、
医療、教育等

図表5-5 効果の大きい安全対策
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（３）購入時必要安全装備

ｎ

運
転
席
エ
ア
バ
ッ

グ

助
手
席
エ
ア
バ
ッ

グ

　
機
構
付
シ
ー

ト
ベ
ル
ト

プ
リ
テ
ン
シ
ョ

ナ
ー

運
転
席
と
車
体
前
部
の
拡
大

衝
突
被
害
軽
減
ブ
レ
ー

キ

 
 
 
 
 
 
ブ
レ
ー

キ

４
輪
ア
ン
チ
ロ
ッ

ク

横
滑
り
防
止
装
置

車
線
逸
脱
警
報
装
置

補
助
ブ
レ
ー

キ

坂
道
発
進
補
助
装
置

　
　
　
ヘ
ッ

ド
ラ
ン
プ

デ
ィ

ス
チ
ャ
ー

ジ

　
サ
イ
ド
モ
ニ
タ
ー

バ
ッ

ク
ガ
イ
ド
モ
ニ
タ
ー

や

居
眠
り
感
知
機
能

ア
ル
コ
ー

ル
検
知
器

盗
難
防
止
装
置

ド
ラ
イ
ブ
レ
コ
ー

ダ
ー

　
ラ
イ
ド
シ
ス
テ
ム

ブ
レ
ー

キ
オ
ー

バ
ー

２０１４年 335 80 43 17 4 29 30 18 6 6 5 4 25 15 6 16 31

２０１６年 318 85 44 17 7 21 35 23 5 10 10 4 21 9 4 18 29 6

２０１８年 298 68 40 4 4 27 23 13 5 5 5 4 15 9 5 14 32 5

２０２０年 561 76 48 16 5 41 32 21 13 12 16 5 32 14 6 16 56 9

２０１４年 247 80 44 16 4 29 30 18 5 5 5 4 24 14 5 16 30

２０１６年 233 85 45 17 7 20 35 23 4 9 9 3 21 8 3 17 28 6

２０１８年 196 69 41 4 4 27 22 12 5 4 4 3 14 8 4 14 30 4

２０２０年 420 76 49 16 5 40 31 20 12 10 15 5 30 13 6 16 55 9

102 74 57 10 0 34 21 13 10 6 10 3 28 10 2 20 52 5

111 77 50 14 4 41 27 21 15 8 17 9 34 17 0 17 49 7

105 78 45 19 6 41 34 18 9 8 15 2 29 13 8 14 55 10

102 75 52 16 9 41 38 32 18 21 17 7 30 15 7 15 63 10

２０１４年 88 68 31 20 8 35 49 32 14 25 23 19 41 30 19 27 54

２０１６年 85 79 30 18 5 29 37 27 17 25 27 12 39 18 22 23 59 13

２０１８年 102 59 24 8 3 28 29 30 15 26 29 15 35 20 18 20 56 7

２０２０年 141 76 25 15 9 54 45 36 31 34 37 21 67 26 16 23 69 13

118 74 22 14 10 55 45 35 31 30 38 20 69 29 17 20 70 12

*23 86 42 22 7 48 45 42 28 52 34 22 54 15 15 34 67 20

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

運
輸
業

貨物運送業

旅客運送業
・倉庫業等

●全ての安全装備について必要と考える事業所が増加。
　－購入時に必要な安全装備の上位は、運輸業以外、運輸業ともに「運転席エアバッグ」「ドライブレコーダー」
　　が高い。特にドライブレコーダーは運輸業以外では前回から25ポイント増。（図表5-6）
　　・運輸業では、加えて「バックガイドモニターやサイドモニター」が67％と高く、前回から32ポイント上昇。
　　　「衝突被害低減プレーキ」は54%で前回から26ポイント上昇。（図表5-6）

全
体

運
輸
業
以
外

建設業・
設備工事業

製造業

卸・小売業、
飲食、宿泊業
サービス業、
医療、教育等

図表5-6 購入時必要安全装備
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２　先進安全技術に対する意識

装
着
し
た
い

 
装
着
し
な
い

お
金
が
か
か
る
な
ら

装
着
し
た
く
な
い

ｎ

２０１８年 296  

２０２０年 561  

２０１８年 296  

２０２０年 561  

２０１８年 296  

２０２０年 561  

２０１８年 296  

２０２０年 561  

２０１８年 296  

２０２０年 561  

２０１８年 296  

２０２０年 561  

２０１８年 296  

２０２０年 561  

２０１８年 296  

２０２０年 561  

２０１８年 296  

２０２０年 561  

２０１８年 296  

２０２０年 561  

２０１８年 296  

２０２０年 561  

２０１８年 296  

２０２０年 561  

２０１８年 296  

２０２０年 561  

ドライバー異常警報システム

逆走探知システム

車車間通信・路車間通信

後側方衝突防止支援システム

インテリジェントライトシステム
（自動配光システム）

標識認識システム

カーブ進入危険速度防止支援システム

アダプティブクルーズコントロール

駐車支援制御システム

●全ての先進安全技術の装着意向が上昇。「衝突被害軽減ブレーキ」「歩行者の検知・保護支援システム」
  が上位で、支払い限度額も高い。運輸業で装着意向、支払い限度額ともに高い傾向。
　－装着意向が高い先進安全技術は「衝突被害軽減ブレーキ」で78％「歩行者の検知・保護支援システム」
    で79％。前回からの上昇もそれぞれ20ポイント、19ポイントと大きい。（図表5-7）
　－支払い限度額が中央値で最も高いのは「衝突被害軽減ブレーキ」で5.4万円、
　　「歩行者の検知・保護支援システム」の5.1万円、でそれぞれ7千円、3千円の上昇。（図表5-8）
　－運輸業は運輸業以外に比べ、各先進安全技術とも装着意向が高く、支払い限度額も高い。（図表5-9～10）

衝突被害軽減ブレーキ

車線逸脱防止支援システム

歩行者の検知・保護支援システム

誤発進防止システム（前／後方）

図表5-7 先進安全技術装着意向
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～

１
万
円

～

３
万
円

～

５
万
円

～

１
０
万
円

そ
れ
以
上

中
央
値
（

万
円
）

ｎ

２０１８年 195  4.7

２０２０年 440  5.4

２０１８年 155  3.2

２０２０年 349  4.0

２０１８年 193  4.8

２０２０年 446  5.1

２０１８年 171  3.7

２０２０年 390  4.5

２０１８年 132  2.8

２０２０年 298  3.4

２０１８年 163  3.7

２０２０年 371  3.9

２０１８年 120  2.4

２０２０年 270  2.8

２０１８年 134  2.8

２０２０年 307  3.5

２０１８年 128  2.6

２０２０年 299  3.6

２０１８年 134  3.6

２０２０年 321  4.0

２０１８年 164  3.5

２０２０年 385  5.0

２０１８年 115  2.8

２０２０年 269  3.1

２０１８年 141  3.0

２０２０年 333  4.4

衝突被害軽減ブレーキ

車線逸脱防止支援システム

歩行者の検知・保護支援システム

誤発進防止システム（前／後方）

アダプティブクルーズコントロール

ドライバー異常警報システム

逆走探知システム

車車間通信・路車間通信

駐車支援制御システム

後側方衝突防止支援システム

インテリジェントライトシステム
（自動配光システム）

標識認識システム

カーブ進入危険速度防止支援システム

図表5-8 先進安全技術への支払い限度額
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ｎ

衝
突
被
害
軽
減
ブ
レ
ー

キ

車
線
逸
脱
防
止
支
援
シ
ス
テ
ム

　
保
護
支
援
シ
ス
テ
ム

歩
行
者
の
検
知
・

　
（

前
／
後
方
）

誤
発
進
防
止
シ
ス
テ
ム

駐
車
支
援
制
御
シ
ス
テ
ム

後
側
方
衝
突
防
止
支
援
シ
ス
テ
ム

　
（

自
動
配
光
シ
ス
テ
ム
）

　
ラ
イ
ト
シ
ス
テ
ム

イ
ン
テ
リ
ジ
ェ

ン
ト

標
識
認
識
シ
ス
テ
ム

　
防
止
支
援
シ
ス
テ
ム

カ
ー

ブ
進
入
危
険
速
度

　
コ
ン
ト
ロ
ー

ル

ア
ダ
プ
テ
ィ

ブ
ク
ル
ー

ズ

ド
ラ
イ
バ
ー

異
常
警
報
シ
ス
テ
ム

逆
走
探
知
シ
ス
テ
ム

車
車
間
通
信
・
路
車
間
通
信

2018年 296 58 43 60 53 37 48 35 39 35 40 45 32 40

2020年 561 78 59 79 69 51 63 46 52 48 54 64 45 55

2018年 194 57 42 60 53 36 47 34 39 33 39 44 31 39

2020年 420 77 58 78 69 50 63 46 51 47 53 63 45 54

102 75 56 76 64 49 51 46 52 51 51 67 49 57

111 84 61 84 71 60 67 51 49 45 57 60 45 53

105 78 59 79 70 48 65 43 51 45 54 64 43 52

102 71 57 72 69 48 63 47 50 51 52 61 46 53

2018年 102 75 65 72 62 53 62 49 52 55 52 65 45 55

2020年 141 87 72 88 73 62 75 56 65 68 72 83 51 74

118 87 75 90 76 67 75 60 66 71 72 85 55 75

*23 87 60 81 59 37 71 35 62 56 70 74 30 70

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

運
輸
業
以
外

運
輸
業

卸・小売業、飲食、宿泊業

建設業・設備工事業

製造業

サービス業、医療、教育等

貨物運送業

旅客運送業・倉庫業等

全
体

25

50

75

100
2020年 運輸業以外 2020年 運輸業

図表5-9 業種別先進安全技術の有償装着意向

(複数回答：％)
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衝
突
被
害
軽
減
ブ
レ
ー

キ

車
線
逸
脱
防
止
支
援
シ
ス
テ
ム

　
保
護
支
援
シ
ス
テ
ム

歩
行
者
の
検
知
・

　
（

前
／
後
方
）

誤
発
進
防
止
シ
ス
テ
ム

駐
車
支
援
制
御
シ
ス
テ
ム

後
側
方
衝
突
防
止
支
援
シ
ス
テ
ム

　
（

自
動
配
光
シ
ス
テ
ム
）

　
ラ
イ
ト
シ
ス
テ
ム

イ
ン
テ
リ
ジ
ェ

ン
ト

標
識
認
識
シ
ス
テ
ム

　
防
止
支
援
シ
ス
テ
ム

カ
ー

ブ
進
入
危
険
速
度

　
コ
ン
ト
ロ
ー

ル

ア
ダ
プ
テ
ィ

ブ
ク
ル
ー

ズ

ド
ラ
イ
バ
ー

異
常
警
報
シ
ス
テ
ム

逆
走
探
知
シ
ス
テ
ム

車
車
間
通
信
・
路
車
間
通
信

2018年 4.7 3.2 4.8 3.7 2.8 3.7 2.4 2.8 2.6 3.6 3.5 2.8 3.0

2020年 5.4 4.0 5.1 4.5 3.4 3.9 2.8 3.5 3.6 4.0 5.0 3.1 4.4

2018年 4.7 3.1 4.9 3.7 2.7 3.7 2.3 2.7 2.4 3.6 3.4 2.8 2.9

2020年 5.3 3.9 4.9 4.5 3.3 3.8 2.8 3.4 3.5 3.9 4.9 3.0 4.3

5.5 4.5 5.2 5.2 4.6 4.7 2.8 4.5 4.6 5.1 5.0 3.1 4.3

5.1 3.8 4.3 3.8 3.6 3.6 3.4 3.5 3.1 3.6 4.0 2.7 3.4

4.9 3.5 4.8 4.3 2.9 3.7 2.2 3.2 2.7 3.8 5.0 2.6 4.4

6.6 4.2 5.7 4.8 3.3 3.7 3.3 3.8 5.9 3.7 5.4 4.4 5.1

2018年 4.4 3.6 3.9 3.6 4.2 3.8 3.3 3.7 3.5 4.9 4.3 3.4 4.3

2020年 6.6 5.7 6.6 5.5 5.5 6.0 4.4 4.8 5.3 5.4 6.0 4.5 5.4

6.9 5.8 6.8 5.7 5.6 6.3 4.6 5.1 5.3 5.5 6.0 4.5 5.4

4.7 4.7 5.3 3.8 3.9 5.0 3.0 3.4 4.8 4.8 6.3 4.6 4.9

支
払
い
限
度
額
中
央
値

建設業・設備工事業

製造業

卸・小売業、
飲食、宿泊業

サービス業、
医療、教育等

貨物運送業

旅客運送業・
倉庫業等

運
輸
業
以
外

運
輸
業

全
体

0.0

2.5

5.0

7.5

10.0
2020年 運輸業以外 2020年 運輸業

図表5-10 業種別先進安全技術の支払い限度額（中央値）

(万円)
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第６章　次世代技術に関する意識

１　自動運転に対する意識

ｎ

安
全
性
が
高
ま
る

　
軽
減
さ
れ
る

ド
ラ
イ
バ
ー

の
負
担
が

渋
滞
が
緩
和
さ
れ
る

環
境
負
荷
が
軽
減
さ
れ
る

移
動
中
仕
事
が
で
き
る

　
自
動
で
呼
び
出
せ
る

車
を
別
の
場
所
か
ら

燃
費
を
抑
え
る
こ
と
が
で
き
る

　
抱
え
な
く
て
済
む

ド
ラ
イ
バ
ー

を
多
く

　
採
用
で
き
る

運
転
歴
の
浅
い
ド
ラ
イ
バ
ー

を

保
険
料
を
削
減
で
き
る

そ
の
他

期
待
し
な
い

期
待
す
る
　
計

２０１８年 298 40 36 19 3 4 7 12 4 6 7 0 43 57

２０２０年 561 53 57 25 8 9 4 14 10 13 12 0 22 78

２０１８年 196 40 36 19 3 4 7 12 4 6 7 - 43 57

２０２０年 420 53 57 26 8 9 4 14 9 12 12 - 23 77

102 54 56 32 5 5 7 10 3 5 7 - 24 76

111 65 73 25 9 14 4 19 10 11 12 - 7 93

105 53 52 25 9 11 4 14 10 13 13 - 25 75

102 45 54 22 8 4 3 11 7 19 14 - 28 73

２０１８年 102 38 44 20 6 7 5 11 13 17 9 1 41 59

２０２０年 141 50 62 20 12 1 2 25 26 19 15 1 18 82

118 48 62 19 12 1 2 24 24 19 14 1 20 80

*23 63 61 29 15 2 2 29 34 19 21 - 7 94

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

製造業

卸・小売業、飲食、宿泊業

○自動運転技術への期待は高いが導入意向とは未だ連動せず。コネクティッド機能の運輸業以外での利用率は
　１割以下が殆ど。一方、運輸業では「燃費管理」「エコ運転管理」「車両位置確認システム」を５割程度が
　利用、前回から20ポイント程度上昇。
　・自動運転技術への期待は８割弱まで上昇も、導入意向は２割弱。導入したくないも３割超。
　・運輸業で現在利用しているコネクティッド機能の上位は「燃費管理」「エコ運転管理」
　　「車両位置確認システム」で、それぞれ前回から20ポイント程度上昇。
　・運輸業で今後利用したいコネクティッド機能の上位は、「車両の故障予知管理」「車両点検管理」
　　「運転負担軽減管理」。

●自動運転技術への期待は８割弱と前回の６割弱から上昇。
　－自動運転技術（隊列走行を含む）への期待の上位は、運輸業以外、運輸業ともに「ドライバーの負担が
　　軽減される」が約６割「安全性が高まる」約５割で、前回から12～21ポイント上昇。（図表6-1）
　－期待する自動運転の機能は、運輸業以外、運輸業ともに「アクセル、ブレーキ、ハンドルを切る動作の
　　どれか１つを車がやってくれる」「運転操作の全てをシステムが行うが、システムからの要請があった
　　場合は、ドライバーが自分で対応する」がそれぞれ約２割、前回より2～9ポイントの上昇。（図表6-2）
　－自動運転車導入意向は、「導入したい計(したい＋できれば)」が17％で前回から7ポイント増、
　　「導入したくない計(したくない＋あまり)」が35％で10ポイント減。（図表6-3）
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運
輸
業
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図表6-1 自動運転技術（隊列走行を含む）への期待
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ｎ

　
　
ど
れ
か
1
つ
を
車
が
や
っ

て
く
れ
る

　
ハ
ン
ド
ル
を
切
る
動
作
の

ア
ク
セ
ル
、

ブ
レ
ー

キ
、

　
　
複
数
の
操
作
を
車
が
や
っ

て
く
れ
る

　
ア
ク
セ
ル
と
ブ
レ
ー

キ
な
ど
、

ア
ク
セ
ル
と
ハ
ン
ド
ル
、

　
　
　
自
分
で
対
応
す
る

　
　
あ
っ

た
場
合
は
、

ド
ラ
イ
バ
ー

が

　
シ
ス
テ
ム
か
ら
の
要
請
が

運
転
操
作
の
全
て
を
シ
ス
テ
ム
が
行
う
が

　
　
ド
ラ
イ
バ
ー

が
全
く
関
与
し
な
い

　
運
転
操
作
の
全
て
を
シ
ス
テ
ム
が
行
い

特
定
の
条
件
下
（

高
速
道
路
な
ど
）

で

　
ド
ラ
イ
バ
ー

が
全
く
関
与
し
な
い

運
転
操
作
の
全
て
を
シ
ス
テ
ム
が
行
い
、

自
動
運
転
は
望
ま
な
い

２０１８年 196 28 10 20 5 10 28

２０２０年 452 22 11 22 11 8 26

２０１８年 196 17 5 13 3 7 56

２０２０年 332 22 11 22 12 8 26

79 26 17 14 11 11 22

99 19 12 28 15 9 18

80 21 9 23 10 5 31

74 22 10 18 12 13 26

２０１８年 102 18 10 13 6 6 48

２０２０年 120 20 12 22 9 9 29

98 23 13 22 8 7 29

*22 9 7 21 16 19 30

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

全
体

運
輸
業
以
外

建設業・設備工事業

製造業

卸・小売業、飲食、宿泊業

サービス業、医療、教育等

運
輸
業

貨物運送業

旅客運送業・倉庫業等

図表6-2 期待する自動運転の機能（自動運転に期待している事業所限定）
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導
入
し
た
い

で
き
れ
ば
導
入
し
た
い

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

　
導
入
し
た
く
な
い

あ
ま
り

導
入
し
た
く
な
い

導
入
し
た
い
　
計

導
入
し
た
く
な
い
　
計

ｎ

２０１８年 298  10 45

２０２０年 561  17 35

２０１８年 196  10 45

２０２０年 420  17 35

102  13 33

111  29 24

105  15 38

102  15 39

２０１８年 102  11 50

２０２０年 141  16 33

118  13 34

*23  34 29

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与
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サービス業、医療、教育等

運
輸
業

貨物運送業

旅客運送業・倉庫業等

図表6-3 自動運転車導入意向
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２　コネクティッド機能利用状況

ｎ

配
送
・
配
車
の
運
行
管
理

車
両
位
置
確
認
シ
ス
テ
ム

　
エ
ン
ジ
ン
オ
ン
／
オ
フ
操
作

遠
隔
地
か
ら
の

ル
ー

ト
最
適
化
管
理

燃
費
管
理

エ
コ
運
転
管
理

運
転
負
担
軽
減
管
理

オ
ペ
レ
ー

タ
ー

サ
ー

ビ
ス

自
動
通
報
・
伝
達
シ
ス
テ
ム

テ
レ
マ
テ
ィ

ク
ス
保
険

車
両
点
検
管
理

車
両
の
故
障
予
知
管
理

積
荷
の
温
度
管
理

２０１８年 298 7 4 - 6 4 6 1 0 1 0 6 1 2

２０２０年 567 7 7 0 7 12 8 2 1 1 2 8 3 3

２０１８年 196 5 3 - 5 2 4 1 0 1 0 5 1 1

２０２０年 427 6 5 0 6 9 5 2 1 0 2 8 3 3

105 2 8 0 11 10 8 3 - - 2 11 0 -

109 5 1 - 2 4 5 1 - 0 - 3 0 2

107 8 3 - 8 11 3 1 1 1 3 7 4 5

106 5 11 - 3 10 5 2 2 - 2 9 4 -

２０１８年 102 32 28 - 13 36 31 6 1 5 0 16 9 8

２０２０年 140 27 44 1 15 57 52 4 3 3 2 19 12 10

113 26 44 1 16 60 54 5 3 3 3 21 14 10

*27 33 43 2 13 42 42 - - - - 11 6 8

２０１８年 298 3 12 2 14 9 8 8 5 12 4 14 15 2

２０２０年 567 8 16 3 14 14 16 11 4 12 6 17 16 3

２０１８年 196 2 11 2 14 8 7 7 5 11 4 14 14 2

２０２０年 427 7 16 3 14 14 16 10 4 11 6 16 15 3

105 6 23 9 13 16 13 11 7 16 8 17 14 5

109 6 9 0 9 10 10 8 2 11 2 14 13 0

107 7 17 2 15 15 18 12 5 10 7 17 18 4

106 10 17 1 15 16 16 8 1 9 6 15 12 1

２０１８年 102 15 23 11 24 16 19 19 10 22 9 25 29 3

２０２０年 140 18 14 8 22 13 16 25 9 22 11 30 31 6

113 20 16 9 23 14 18 25 10 24 13 28 32 6

*27 10 4 3 22 6 10 25 3 14 3 40 23 3

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

全
体

運
輸
業
以
外

運
輸
業

現
在
利
用
し
て
い
る
機
能

今
後
利
用
し
た
い
機
能

全
体

運
輸
業
以
外

運
輸
業

●コネクティッド機能は、運輸業の「燃費管理」「エコ運転管理」「車両位置確認システム」
　の利用が中心。運輸業以外での利用率は低い。
　－運輸業以外のコネクティッド機能利用率は10％以下が殆どだが、運輸業では「燃費管理」57％、
　　「エコ運転管理」52％「車両位置確認システム」44%の順に高く、前回からそれぞれ21ポイント、
　　21ポイント、16ポイントの上昇。（図表6-4）
　－運輸業で今後利用したいコネクティッド機能の上位は、「車両の故障予知管理」「車両点検管理」
　　「運転負担軽減管理」。（図表6-4）
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製造業
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図表6-4 現在利用しているコネクティッド機能／今後利用したいコネクティッド機能
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第７章　運転手不足の現状と課題

１　運転手不足で困っている度合い

困
っ

て
い
る
　
計

ｎ

335  7

329  7

298  19

567  21

247  6

240  6

196  16

427  18

建設業 105  16

製造業 109  16

卸・小売、
飲食、宿泊業

107  15

サービス業、
医療、教育等

106  31

88  40

89  44

102  69

140  55

貨物運送業 113  57

旅客運送業
・倉庫業等

*27  46

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

○運輸業では、運転手不足で困っている事業所は減少したものの、半数以上で未だ課題。
　・女性運転手、６５歳以上運転手比率が増加。
　・運輸業は３０～５０代男性運転手の採用の意向が高いものの、現状では６０代以上男性の採用率が高い。
　・採用上の障害点として「ドライバーに配慮した車両（ＡＴ車等）が必要」「給与額で年金が支給されな
　　いなど、待遇面で問題」があがる。
　・運転手の待遇改善として「健康診断受診の徹底」「安全対策の徹底」に取り組む事業所が多い。

●運輸業では、運転手不足で困っている事業所は減少したものの、半数以上で未だ課題。
　－運輸業において、運転手不足で困っている事業所は前回より低下するも未だ55％。（図表7-1）
　－運輸業で困っている点は「稼働していない車がある」が59％と最も高く、４９人以下の事業所では63％。
　　（図表7-2）
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図表7-1 運転手不足で困っている度合い
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稼
動
し
て
い
な
い
車
が
あ
る

増
車
で
き
な
い

車
両
を
大
型
化
で
き
な
い

　
委
託
が
増
え
て
い
る

自
社
輸
送
が
減
っ

て
、

　
長
く
な
っ

て
い
る

労
働
時
間
が

退
職
者
が
増
え
て
い
る

採
用
費
用
が
嵩
ん
で
い
る

労
務
費
が
上
昇
し
て
い
る

そ
の
他

51 26 20 9 10 21 17 19 20 6

58 23 15 1 8 5 29 28 20 0

159 18 10 1 8 11 18 30 15 12

155 28 9 8 6 20 28 24 22 14

*14 15 19 9 10 20 20 16 19 8

*15 14 7 - 7 0 32 28 20 0

74 16 7 - 7 9 16 31 13 13

76 22 5 9 4 19 29 25 22 16

37 58 22 10 11 23 10 27 24 -

43 47 38 4 10 18 20 30 22 -

85 33 27 9 11 21 31 22 27 4

79 59 28 3 11 24 21 23 18 8

１００人以上 *17 35 24 - 18 47 18 35 24 6

５０～９９人 *19 42 26 11 5 32 26 32 32 -

４９人以下 43 63 28 2 12 21 21 21 16 9

※　ｎ数が３０未満のものについては「＊」印を付与

運
輸
業

２０１４年

２０１８年

２０２０年

全
体

２０１４年

２０１８年

２０２０年

運
輸
業
以
外

２０１４年

２０１８年

２０２０年

２０１６年

２０１６年

２０１６年

(複数回答：％)

図表7-2 運転手不足により困っている点
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２　運転手の実態

１
～

４
人

５
～

９
人

１
０
～

１
９
人

２
０
人
以
上

0
％

～

１
０
％

～

２
０
％

～

３
０
％

そ
れ
以
上

計運
転
手
が
い
る

ｎ ｎ

335  335  13

328  328  13

296  296  34

1092  1067  36

247  247  13

239  239  13

196  195  35

820  801  36

88  88  14

89  89  21

102  101  26

272  266  38

0
％

～

１
０
％

～

２
０
％

～

３
０
％

そ
れ
以
上

計運
転
手
が
い
る

0
％

～

１
０
％

～

２
０
％

～

３
０
％

そ
れ
以
上

計運
転
手
が
い
る

ｎ ｎ

335  29 335  9

328  28 328  11

293  31 296  18

1066  51 1062  21

247  28 247  9

239  27 239  11

194  30 195  19

799  50 798  21

88  40 88  18

89  49 89  17

99  45 101  16

267  65 264  23

●女性運転手、６５歳以上運転手比率が増加。特に６５歳以上の比率が急速に上昇。
　－運輸業で女性運転手がいる事業所の比率は38％、前回より12ポイント増加。（図表7-4）
　－運輸業で６５歳以上の運転手がいる事業所は65％、前回より20ポイント増加。（図表7-5）
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図表7-3 運転手数 図表7-4 女性運転手比率
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３　運転手採用状況

ｎ

２
０
代
以
下

３
０
～

５
０
代

６
０
代
以
上

女
性

パ
ー

ト
タ
イ
ム

Ａ
Ｔ
限
定

２０２０年　全体 316 43 78 23 11 14 7

運輸業以外 185 43 76 23 9 14 7

運輸業 131 44 96 21 25 13 10

運輸業以外 71 49 88 26 15 24 7

運輸業 79 46 98 20 29 12 9

２０２０年　全体 27 41 72 45 47 18

運輸業以外 25 38 72 42 52 19

運輸業 38 58 69 53 8 13

運輸業以外 2 23 42 17 45 -

運輸業 16 42 64 49 5 14

２０２０年　全体 283 45 78 11 13 14 4

運輸業以外 161 45 76 11 12 15 5

運輸業 122 45 89 16 22 9 2

運輸業以外 67 51 83 19 19 23 8

運輸業 73 46 97 19 30 12 3

●３０～５０代男性の運転手採用は進まず。
　－運輸業の現在の運転手採用意向は３０～５０代男性運転手が96％と最も高く、
　　運転手不足で困っている事業所では98％。（図表7-7）
　－運転手採用率が最も高いのは６０代以上男性で69％。３０～５０代男性運転手の採用率は58％。
　　（図表7-7）
　－今後の運転手採用意向は３０～５０代男性運転手が最も高く89％。（図表7-7）
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転
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足
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(複数回答：％)
図表7-7 現在の採用意向/採用率/今後の採用意向
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４　運転手採用の障害点
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が
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ド
ラ
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配
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し
た
車
両
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役
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ど
、
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不
安

長
時
間
運
転
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な
ど
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深
夜
勤
務
を
さ
せ
づ
ら
い

　
（

女
性
用
ト
イ
レ
な
ど
）

施
設
面
で
の
改
善
が
必
要

 
新
し
い
対
応
が
必
要

給
与
等
の
待
遇
面
で

　
な
ど
、

待
遇
面
で
問
題

給
与
額
で
年
金
が
支
給
さ
れ
な
い

長
期
勤
続
が
で
き
る
か
不
安

そ
の
他

２０１８年 219 18 19 9 7 22 14 5 2 15 0 49 5

２０２０年 349 31 19 31 16 32 12 4 4 32 7 33 7

２０１８年 124 16 19 7 7 21 12 4 1 14 0 50 5

２０２０年 219 30 18 30 16 31 11 3 4 33 8 33 8

２０１８年 95 36 21 34 8 36 29 16 6 25 5 42 3

２０２０年 130 41 24 35 13 41 25 14 4 23 2 35 1

２０１８年 102 31 19 15 10 33 14 8 2 16 1 51 0

２０２０年 151 40 24 36 17 37 16 3 6 37 10 41 4

２０１８年 31 28 18 8 11 31 9 4 - 12 - 52 -

２０２０年 73 38 23 38 17 36 13 1 6 38 11 42 5

２０１８年 71 41 21 42 6 42 31 21 8 29 6 47 2

２０２０年 78 30 30 15 40 28 16 4 30 2 39 2 0

●運輸業では、技術面や荷役作業が障害点。
　－運輸業での運転手採用の障害点は「荷役作業が困難」「運転操作等で問題」ともに41％で最も高い。
　　（図表7-8）
　－運転手不足で困っている事業所での運転手採用の障害点は、「ドライバーに配慮した車両（ＡＴ車等）
　　が必要」が40％で最も高く、次いで「給与額で年金が支給されないなど、待遇面で問題」が39％。
　　（図表7-8）
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図表7-8 運転手採用の障害点

（複数回答：％）
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５　運転手の待遇改善
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ラ
ッ

ク
ド
ラ
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バ
ー

の

特
に
な
し

実
施
／
実
施
予
定
　
計

＜現在実施中＞

２０１８年 298 10 8 8 2 22 3 2 8 7 4 2 3 5 24 9 3 0 1 0 63 37

２０２０年 567 17 11 13 3 36 4 7 18 8 11 5 4 5 35 13 6 1 3 1 43 57

２０１８年 196 8 7 6 1 19 3 1 5 5 2 1 2 5 21 8 3 - 1 - 66 34

２０２０年 427 16 10 10 2 34 3 6 16 6 9 4 3 4 31 11 5 1 2 1 45 55

２０１８年 102 35 22 33 4 57 9 7 47 30 25 8 15 11 65 25 5 3 5 3 15 85

２０２０年 140 36 28 51 8 77 9 20 54 42 47 20 25 23 86 50 15 4 14 12 4 97

＜今後実施予定＞

２０１８年 298 4 4 5 4 12 2 1 2 2 1 1 2 4 6 1 1 2 1 2 75 26

２０２０年 567 16 11 11 5 20 4 5 9 10 7 7 7 5 13 7 6 3 3 4 54 46

２０１８年 196 3 3 4 4 12 1 1 2 1 - 0 1 3 5 1 1 2 1 2 77 24

２０２０年 427 14 10 10 4 19 3 4 8 9 6 6 6 4 12 6 5 2 2 3 57 43

２０１８年 102 17 17 17 10 16 7 6 11 12 8 7 6 15 7 3 2 4 3 4 43 57

２０２０年 140 37 25 27 19 44 20 14 34 31 25 17 21 24 34 24 14 12 14 19 11 89

全
体
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輸
業
以
外

運
輸
業

●安全対策や健康診断受診の徹底を進める事業所が増加。
　－運輸業で現在実施中の運転手の待遇改善は「健康診断受診の徹底」「安全対策の徹底」が上位。
　　（図表7-9）
　－運輸業では、89％が運転手の待遇改善を今後実施予定。今後実施予定の運転手の待遇改善は
　　「安全対策の徹底」「給与水準の引上げ」が上位。（図表7-9）
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（複数回答：％）
図表7-9 運転手の待遇改善
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